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平成２７年第３回（９月）岬町議会定例会第１日会議録 

 

○平成２７年９月１日（火）午前１０時００分開議 

 

○場 所   岬町議会議場 

 

○出席議員 次のとおり１２名であります。 

  １番 坂 原 正 勝   ２番 辻 下 正 純   ３番 和 田 勝 弘 

  ５番 道 工 晴 久   ６番 松 尾   匡   ７番 反 保 多喜男 

  ８番 田 島 乾 正   ９番 奥 野   学   10番 出 口   実 

  11番 竹 原 伸 晃   12番 小 川 日出夫   13番 中 原   晶 

 

  欠席議員 ０ 名 

  欠  員 ０ 名 

  傍  聴 ８ 名 

 

○地方自治法第１２１条の規定により本会に出席を求めた者は次のとおりであります。 

町 長 田 代   堯 企画政策監 西   啓 介 

副 町 長 中 口 守 可 水道事業理事 鵜久森   敦 

副 町 長 種 村 誠 之 

総務部理事兼 

財政改革部理事兼 

まちづくり戦略室理事  

岸 野 行 男 

教 育 長 笠 間 光 弘 
しあわせ創造部 

理     事 
串 山 京 子 

まちづくり戦略室 

長兼町長公室長 
保 井 太 郎 都市整備部理事 家 永   淳 

総 務 部 長 古 谷   清 都市整備部理事 河 合 敦 巳 

財政改革部長 四至本 直 秀 都市整備部理事 早 野 清 隆 

しあわせ創造部長 古 橋 重 和   
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都市整備部長 木 下 研 一   

教 育 次 長 廣 田 節 子   

危 機 管 理 監 中 田 道 徳   

 

○本会の書記は次のとおりであります。 

議会事務局長 岸 本 保 裕 議会事務局課長代理 増 田   明 

 

○会  期 

   平成２７年９月１日から９月２５日（２５日） 

○会議録署名議員 

 ７番 反 保 多喜男  ８番 田 島 乾 正 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議事日程 

  日程１  会議録署名議員の指名 

  日程２ 

  日程３ 

 会期の決定 

一般質問 
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（午前１０時００分 開会） 

○道工晴久議長 皆さん、おはようございます。 

  ただいまから平成２７年第３回岬町議会定例会を開会します。 

  ただいまの時刻は午前１０時００分です。 

  本日の出席議員は１２名、欠席はございません。出席者数が定足数に達しておりますので、本

定例会は成立いたしました。 

  本定例会には、町長以下の関係職員の出席を求めております。 

  これより本日の会議を開きます。 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○道工晴久議長 日程１、会議録署名議員の指名を行います。 

  今期定例会の会議録署名議員は、会議規則第１２０条の規定により議長において指名します。

７番反保多喜男君、８番田島乾正君、以上２名の方、お願いいたします。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○道工晴久議長 日程２、会期の決定を議題とします。 

  お諮りします。今期定例会の会期は、本日９月１日から９月２５日までの２５日間としたいと

思います。これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○道工晴久議長 異議なしと認めます。よって、今期定例会の会期は、本日９月１日から９月２５

日までの２５日間といたします。 

  それでは、今期定例会の開会に当たりまして、町長から挨拶を求められておりますので、これ

を許可します。町長、田代 堯君。 

○田代町長 皆さん、おはようございます。 

  ただいま議長のお許しを得ましたので、平成２７年度第３回定例会の開会に当たり一言ご挨拶

を申し上げます。 

  まず初めに、去る８月大阪府内で中学１年生の少年少女２人が殺害されるという痛ましい事件

が発生いたしました。将来ある若者が命を奪われたことに対し、謹んでお悔やみを申し上げると

ともに、この極めて残忍な許しがたい事件に強い憤りを感じるものであります。子どもの命を守

ることの大切さ、家庭教育の大切さ、地域の力の大切さを改めて痛感しております。 
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  そして、我が岬町においてこういった事件が起こることがないよう、各関係機関と連絡体制を

密にして犯罪の防止に取り組み、見守り活動等を通じて全ての子どもたちがすこやかに成長でき

るよう、我々大人がしっかりとした信念を持って子育て支援施策に望んでまいりたいと思ってお

ります。 

  さて、地方創生元年の今年、６月定例会において選任同意を賜りました種村新副町長とともに

有識者や産業界、労働団体、金融機関等からなる岬町まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議

を立ち上げ、岬町版総合戦略の策定に向け取り組んでいるところでございます。 

  また、８月２１日には公益財団法人日本財団から助成をいただき、みさきの海のまちづくりイ

ベントの一環として夏休み子どもクルーズで深日港神戸までのツアーを実施いたしました。お年

寄りから親子連れまで楽しみにしてくださっている方が増えているように思います。このような

イベントを通じて、航路の重要性を広く皆様に知っていただき、定住人口や交流人口の拡大に向

けて取り組んでいるところでございます。 

  さらに、町政施行６０周年である今年、直近では８月２８日に夏季巡回ラジオ体操みんなの体

操会を開催し、６００名近くの方にご参加をいただきました。当日はお天気にも恵まれ、爽やか

な気候と澄み渡る青空のもとで体を動かし、大変楽しい思い出となりました。協賛事業も含め、

数々の周年事業を通じ、触れ合う住民の皆様の元気な姿に大変な頼もしさを感じるとともに、町

行政に対する関係各位のご協力に深く感謝申し上げる次第です。 

  さて、本日、定例会を招集申し上げましたところ、何かとご多忙中にもかかわりませずご出席

を賜り、心より御礼を申し上げます。 

  今定例会にご提案を申し上げております議案でございますが、平成２７年度岬町一般会計補正

予算（第２次）の専決処分の承認を求める件が１件、平成２７年度岬町一般会計補正予算（第３

次）など補正予算の件が５件、損害賠償額の決定及び和解の件が１件、岬町個人情報保護条例の

一部を改正する件など条例の一部改正が２件、副町長の選任について同意を求める件など人事案

件が６件、平成２６年度岬町一般会計決算認定の件など決算認定の件が１１件、損害補償の額の

決定及び和解に関する専決処分の報告の件など報告の件が５件、以上２６議案、報告５件でござ

います。何とぞよろしくご審議いただき、議決賜りますようお願い申し上げまして、開会に当た

りましてのご挨拶とさせていただきます。どうもありがとうございました。 

○道工晴久議長 以上で、町長の挨拶が終わりました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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○道工晴久議長 日程３、一般質問を行います。 

  順位に従いまして質問を許可します。初めに和田勝弘君。 

○和田勝弘議員 議長の許可を得ましたので、一般質問をいたします。和田勝弘です。 

  質問は、流域下水道の延伸について。私は、流域下水道の多奈川楠木地区までの延伸について、

平成２５年３月議会において一般質問を行いました。 

  私の記憶では、流域下水道の幹線は岬町が大阪府の最南端であるため、この流域幹線は淡輪中

継ポンプ場までとなっていたのですが、町長を初めとする関係者の強い要望活動の結果、役場ま

で延伸され、その後、多奈川地域の谷川新橋まで延伸されました。 

  この結果を踏まえ、私は楠木地区までのさらなる延伸を要望したところ、当時の担当部長から、

国及び大阪府に対して引き続き強く要望するとの回答を得たところであります。 

  この一般質問から２年が経過した今、国及び大阪府などへの要望活動の状況について、また、

この要望結果を踏まえ、私が要望した楠木地区への幹線延伸に係る進捗状況について担当部長か

ら具体的に説明を求めます。 

○道工晴久議長 ただいまの質問に対し、理事者の答弁を求めます。木下都市整備部長。 

○木下都市整備部長 それでは、和田議員のご質問にお答えします。 

  多奈川地区への流域下水道の延伸について、現在の大阪府との協議状況はどのようになってい

るのかとのご質問でございますが、流域下水道の延伸につきましては、現在のところ、多奈川地

区谷川新橋付近まで流域下水道が整備されてございます。流域下水道の延伸につきましては、町

の財政負担が軽減され、公共下水道の面整備が促進されると考えてございます。 

  これまで大阪府並びに国に対しまして要望を行ってまいりました。また、大阪府下水道室に対

しましては毎年行われております補助金申請の機会を捉えまして要望を行ってきたところでござ

います。 

  しかしながら、流域幹線の採択基準が全国統一のものであること、また、同じ南部流域の３市

の負担増につながること等、多くの問題点がございまして、大変難しい状況となってございます。 

  このようなことから、引き続き下水道事業認可区域外の生活排水処理につきましては、循環型

社会形成推進交付金の補助制度を利用しまして合併処理槽設置の促進を進めてまいりたいと考え

てございます。 

○道工晴久議長 和田勝弘君。 

○和田勝弘議員 担当部長からの流域幹線の楠木地区への延伸については要望を行っているものの、

今のところ大変難しい状況にあることが説明され、その内容については理解することでもありま
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すが、下水道事業の本来の目的を踏まえ、引き続き粘り強い要望活動を行い、早期の延伸実現を

求めるものであります。要望といたします。 

  次に、公共下水道の進捗状況について質問します。 

  この議会は平成２６年度決算認定が主な議題となっております。したがいまして、平成２６年

度末現在の公共下水道事業に係る下水道事業計画区域及び下水道事業認可区域について、また、

下水道普及率については町全体の普及率及び地域ごとの普及率について、担当部長から説明を求

めます。 

○道工晴久議長 木下都市整備部長。 

○木下都市整備部長 公共下水道の現在の進捗状況についてのご質問についてお答えさせていただ

きます。 

  岬町の公共下水道は、平成元年１２月に都市計画決定を行い、計画区域を６８９ヘクタールと

し、下水道事業認可区域は１６０．３１ヘクタールとして下水道事業を開始いたしました。平成

２６年度末での計画区域は７７０．１５ヘクタールであり、下水道事業認可区域は５８３．４７

ヘクタールとなってございます。 

  また、岬町全体での整備面積は４２１．９ヘクタールであり、普及率は７４．３％でございま

す。 

  地区別の普及率でございますが、淡輪地区で約９７％、深日地区で約６４％、多奈川地区で約

２０％となってございます。 

○道工晴久議長 和田勝弘君。 

○和田勝弘議員 今、担当部長から平成２６年度末現在の状況について説明を受けましたが、多奈

川地域は普及率が低すぎます。普及率を上げていただくようよろしくお願いしておきます。 

  次に、多奈川地区公共下水道の整備の現状について伺いたい。 

  公共下水道認可区域については、平成２６年度までは既に認可区域が決定されており、平成２

７年度から新たな認可区域を検討の上、大阪府及び国に申請すると聞き及んでおりますが、平成

２７年度以降の認可区域の概要について説明を願います。 

○道工晴久議長 木下都市整備部長。 

○木下都市整備部長 多奈川地区の下水道の整備の現状についての質問にお答えさせていただきま

す。 

  公共下水道の整備につきましては、平成６年７月から淡輪地区の自然流下区域から供用開始が

始まり、その後、末端市町村の不公平感を解消すべく要望活動を行った結果、流域下水道幹線の
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延伸は、現在、谷川新橋まで延伸されてございます。 

  一方、近年、公共下水道事業に係る社会資本整備総合交付金の内示額は低く、公共下水道整備

は非常に厳しい状況となっております。 

  現在の事業認可区域につきましては、平成２６年度に事業認可区域の変更を行い、平成３３年

３月までの整備計画の区域となってございますが、この事業認可区域につきましては、新たな多

奈川地区の区域は含まれてございません。 

  新たな多奈川地域の整備につきましては、次回の事業認可区域の見直し予定の平成３３年以降

になるものでございます。 

○道工晴久議長 和田勝弘君。 

○和田勝弘議員 今、担当部長から平成２７年度以降の公共下水道事業認可区域には多奈川地域が

含まれていないとの説明を受けました。 

  私は、多奈川地域の公共下水道の早期整備利用を常に要望している中、今の説明内容について

は残念でなりません。なぜ、今後の認可区域に多奈川地域が含まれないのか、その具体的な内容

について担当部長から詳しく説明を願います。 

○道工晴久議長 木下都市整備部長。 

○木下都市整備部長 お答えさせていただきます。 

  平成２６年度の事業認可区域の変更につきましては、整備区域の人口、整備区域の人口密度、

事業実施にかかる事業費等、あらゆる点について検討し、費用対効果を勘案して区域決定をした

ものでございます。 

○道工晴久議長 和田勝弘君。 

○和田勝弘議員 担当部長から、多奈川地域が認可区域に含まれなかった理由の説明を受けました。

多奈川地域の人口密度、費用対効果及び事業費などを勘案した結果であると説明された内容が、

果たして多奈川地域住民は十分理解できるのか疑問を感じるところであります。 

  こうした中、平成２７年度当初においても公共下水道工事費は４，０００万円しか計上されて

おりません。この予算の工事では進捗が図れないと思いますので、いつごろにできるのか不安で

すので、多奈川地域の整備を早期にできないものかお伺いいたします。 

○道工晴久議長 木下都市整備部長。 

○木下都市整備部長 お答えさせていただきます。 

  多奈川地区の整備につきましては、現在の事業認可区域の進捗状況や財政状況を勘案しながら

検討してまいりたいと思います。 
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○道工晴久議長 和田勝弘君。 

○和田勝弘議員 財政状況を勘案しながら検討してまいりたいと言ってくれていますので、部長、

よろしくお願いしておきます。 

  次に、町長への質問について、岬町の公共下水道事業は平成元年から始まり、現在、２６年間

経過しております。私は淡輪地域から公共下水道事業が開始され、この事業の実施方法から淡輪

地域から始め、多奈川地域は最後となることは担当部長からの説明内容や今の厳しい財政状況か

ら理解できるところもあります。 

  しかし、平成２７年度からの事業認可区域に多奈川地域が含まれてないことは、今後ますます

多奈川地域の過疎化が進む原因の一つになるものと懸念しております。今の厳しい財政状況から

公共下水道事業量を増加させ、早期に多奈川地域を事業認可区域としますと言いにくいことは十

分わかりますが、多奈川地域への公共下水道の早期整備は地域全体の切なる思いと私は認識して

おります。 

  こうした状況を踏まえ、今後の公共下水道の整備にかかる町長の考えを伺います。 

○道工晴久議長 町長、田代 堯君。 

○田代町長 和田議員さんの質問にお答えいたします。 

  確かにおっしゃるとおり、淡輪、深日に比べると、多奈川の普及率は大変低うございます。 

  しかし、この工事については議員ご承知のとおり、どうしても淡輪の入り口から自然流下でず

っと行っている関係上、淡輪、深日、多奈川と、多奈川が遅くなってきているということはご理

解していただけるかなと思っております。 

  ただ、平成２７年度の事業予算、いわば認可区域に入ってないというのについては、まことに

恐縮に存じます。 

  と言いますのも、深日地区の兵庫地区がもっと早く事業開始を行う予定であったのですが、高

低差がかなりありまして、なかなかポンプアップで公共下水道をやっていくというのは非常に施

工上問題があって、普及率のいいところを先に進めたという経過もあります。 

  私が、なぜ兵庫地区が遅いのかということに対して担当に説明を求めたところ、やはり高低差

があって非常に工事が困難だという内容でした。 

  しかし、そうであったとしても、高低差をクリアできるようにして、公共の、いわば認可区域

を打つべきだということで、打ったということが現状であります。 

  予算的には、確かに国の状況、財政状況から申し上げますと、今まで本線と枝管までが補助対

象になっていたのですが、今、本管のみ、いわば本管を通して枝管に行くんですけども、枝管の
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ほうは補助金、国の制度がないということで、本管のみということで非常に厳しい状況になって

いることは、先ほど部長の説明のとおりであります。 

  今後、多奈川地区においてはいろんな方法を考えて、認可区域３３年度まで深日地区について

は打っておりますけども、そういった状況の中で何かいい方法で、少しでも早くやれるように努

力をしないと、議員おっしゃるように、多奈川地区が他の地域に比べて衰退をしておりますので、

そういった歯止めをかけるためにも少しでも早く公共下水道工事整備を進めたいと、このように

思っておりますので、一応、認可区域は３３年度打っていますけども、何とか前倒しができるよ

うであれば前倒しをして考えていきたいと思っておりますので、一つよろしくお願いしたいと思

います。 

○道工晴久議長 和田勝弘君。 

○和田勝弘議員 町長の財政状況で難しいというお話もありましたが、何とかまた考えていただけ

るようでございますので、これをもって一般質問を終わります。ありがとうございました。 

○道工晴久議長 以上で、和田勝弘君の質問が終わりました。 

  次に、坂原正勝君。 

○坂原正勝議員 皆さん、おはようございます。公明党の坂原でございます。 

  本年４月の岬町議会議員選挙で初当選以来、今日は初めての一般質問をさせていただきます。

不慣れのため、皆さんには多大なご迷惑をおかけするとは思いますが、住民福祉の向上と岬町の

ますますの発展のために、より充実した議論ができるよう努めてまいりますので、どうぞよろし

くお願いいたします。 

  それでは、議長の許可を得ましたので、通告に従って質問を始めさせていただきます。 

  最初に、高齢者福祉について質問させていただきます。 

  そもそも、高齢者とは何歳以上をいうのか。また、ここ数年の本町の高齢者人口の推移につい

て答弁をお願いしたいと思います。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 お答えさせていただきます。 

  まず、高齢者という定義につきましては、法律によって異なることもございますが、一般的に

は６５歳以上を高齢者と言われております。 

  また、高齢者の推移でございますが、平成２３年７月末では５，２１１人、ちなみに高齢化率

は２９．５％。同じく、平成２４年７月末では５，３５７人、高齢化率が３０．６％。平成２５

年７月末では５，５３５人、高齢化率が３２．２％。平成２６年７月末では５，７００人、高齢
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化率は３３．８％。また本年、平成２７年７月末では５，７９１人で、高齢化率は３５．０％と

なっております。 

  平成２３年７月末からでは５８０人増加し、高齢化率も５．５ポイント伸びているという状況

でございまして、急速に高齢化が進んでいるという状況でございます。 

○道工晴久議長 坂原正勝君。 

○坂原正勝議員 今お聞きした高齢化人口は今後ますます増えていくものと考えられます。今後増

えていく高齢者の健康増進と生きがいづくりの観点から、私は岬町シルバー人材センターをもっ

と活用できないかと考えています。 

  そこでお聞きします。岬町シルバー人材センターとは、いつ、どういう目的で創設されたもの

か。創設以来の事業内容、また決算状況の推移はどうなっているでしょうか、答弁をお願いしま

す。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 お答えします。 

  シルバー人材センターにつきましては、議員ご指摘もございますように高年齢者等の雇用の安

定等に関する法律に規定されました事業で、高齢者の生きがいの創出や就労機会の確保及び地域

社会の活性化を図るために人と仕事をマッチングする役割を担い、臨時的、短期的で簡易な業務

を組織的に提供するもので、高齢化率が高い本町においても重要な役割を果たすと考えていると

ころでございます。 

  本町では、シルバー人材センターの設立を支援するために公募により設立、運営を希望する団

体を選定し、平成２５年度からは町の実情に応じた、法律に基づかないセンターとして運営支援

を開始したところでございます。 

  その後、活発な活動によりまして、本年４月１日付で大阪府シルバー人材センター協議会に加

入をしたことにより、現在、法律に基づいたセンターとして活動しているところでございます。 

  事業内容等でございますが、町が支援を始めた創設時には一般家庭からの草刈りや剪定、また

清掃、クリニックの送迎や健康ふれあいセンターの館内、館外清掃などが主な事業でございまし

たが、その後、町内の事業所への働きかけや住民への周知により、事業所での草刈りなどの軽作

業の受託や、一般家庭からの受託も増加しているなど、その事業実績は着実に増加をしておりま

して、設立年度の平成２５年度の受託事業収益は１，６８９万３，０００円でございましたが、

平成２６年度では３，１７１万円となっているところでございます。 

○道工晴久議長 坂原正勝君。 
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○坂原正勝議員 では、岬町シルバー人材センターの予算についてお聞きします。 

  この人材センターの予算は公的な補助金で賄われているとのことですが、参考までに近隣市町

の予算状況を調べましたところ、国からの補助金の限度額の上限の金額を補助しているとのこと

でした。 

  では、本町の補助金の限度額は幾らでしょうか。また、現状、本町からの補助金の金額は幾ら

でしょうか、答弁をお願いします。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 近隣市町におけますシルバー人材センターでは、議員ご指摘のように、

運営費に係る国庫補助金の限度額の上限で補助金の交付を受けているということを聞き及んでお

ります。 

  この国庫補助金につきましては、会員数等の条件を満たしている場合は、交付限度額の範囲内

で国庫補助を受ける前提である地方公共団体の補助金と同額の国庫補助金を受けることができま

す。 

  現在、岬町では２５０万円の補助金を予算化していることから国庫補助金も２５０万円交付さ

れる予定となっておりますが、国庫補助金の交付限度額につきましては５７８万円、内訳としま

しては運営費で３９８万円、基盤拡大事業費として１８０万円となっておりまして、差がある状

況になっております。 

○道工晴久議長 坂原正勝君。 

○坂原正勝議員 近隣市町の参考ですが、特に泉南市、阪南市、熊取町では国庫補助金の金額より

も地元市町の補助金の金額のほうが多いと聞いております。 

  岬町シルバー人材センターの登録人数も発足当時から約４倍の１２０人に増加していると聞い

ております。今、報告ありました事業量も増加してきております。それに連れて、事務処理経費

も加算できております。また、事務機器等の導入により事務所も手狭になってきているのも事実

でございます。 

  こういう点から、今後、町としてシルバー人材センターのよりよい事業活動ができるように支

援するためにも補助金の増額をしてはどうかと思いますが、この点はいかがでしょうか。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 シルバー人材センターの運営につきましては、活動が活発になるほど事

務量も増加をし、また事業量に見合った作業車両や装備品なども必要になるなど、その運営は今

後ますます厳しい状況になってくると理解をしているところでございます。 
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  また、先ほど、議員ご指摘の事務所の件も含めまして、課題等につきましては町も共有できて

いると考えておりますが、シルバー人材センターへの補助金につきましては、本町の厳しい財政

状況も考慮しながら検討してまいりたいというところでございます。 

○道工晴久議長 坂原正勝君。 

○坂原正勝議員 では、シルバー人材センターの仕事の内容についてお聞きします。 

  これも他市町のシルバー人材センターでは、公的な仕事が多いと聞いています。本町でも公的

な業務を岬町シルバー人材センターへ発注できないか、お聞きします。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 現在、町からはいきいきパークみさきの除草、あるいは深日港や自然海

浜などのトイレの清掃、また淡輪海岸の清掃などをシルバー人材センターに業務委託をいたして

おります。 

  また、他市町のシルバー人材センターでも公的な受注が多いと聞いておりますが、地方公共団

体の規模や公共施設の状況によって異なってくるかとも考えております。 

  また、一方で、町は地元事業者の育成の役割についても担っておりますことから、今後、この

ことも考慮しながらシルバー人材センターの活用に努めてまいりたいと考えております。 

○道工晴久議長 坂原正勝君。 

○坂原正勝議員 これも他市町では、例えば児童公園、あるいは町立、公立の学校内の清掃、除草、

あるいは広報紙の配布業務などを発注していることも聞いております。今後、検討をお願いいた

します。 

  事務局体制についてお聞きします。 

  現在、岬町シルバー人材センターの常勤、パート勤務は何人で行っているでしょうか。答弁を

お願いします。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 シルバー人材センターの現状の事務局体制につきましては、常勤１名、

パート３人の４人体制で、常務理事もほぼ毎日事務所に詰めていると聞き及んでおります。 

○道工晴久議長 坂原正勝君。 

○坂原正勝議員 本年、岬町シルバー人材センターは上部組織の公益社団法人、大阪府シルバー人

材センター協議会に加盟したことによりまして、より高度で複雑な事務処理が求められておりま

す。 

  また、その人材の確保のためにもぜひ、今後、補助金の増額を検討していただきたいと思いま
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す。 

  では、職員の件ですが、他市町では再任用職員が事務局の勤務についていると聞いています。

本町でも、今後、再任用職員の派遣は可能でしょうか、お聞きします。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 他市町では、シルバー人材センターに再任用職員を事務局長等で派遣を

しているという団体も多いと理解をしているところでございます。 

  職員の派遣につきましては、正職員が減少していることもございまして、定員管理の中で人事

担当部局と協議しながら、総合的に検討していきたいと考えているところでございます。 

○道工晴久議長 坂原正勝君。 

○坂原正勝議員 町との連携を密にし、町が支援し育てるシルバー人材センターとの認識を持って、

ぜひ、今後とも高齢者の生きがいづくりの推進を要望し、１点目の質問を終わります。 

  続いて、２点目の子育て支援についてお聞きします。 

  少子化が叫ばれて久しい昨今ですが、まずここで具体的なデータを紹介します。 

  ことし３月の新聞記事ですが、３０年前と比べた赤ちゃんの減少率が載っています。大阪府に

おいて１９８３年と２０１３年の新生児出生率の比較で、その記事の見出しは「府内に赤ちゃん

３０年で３割減」となっています。 

  大阪府全体では３０年前より３割減少して、市町村では出生数が増えたところは一つもなく、

また、大阪府内４３市町村全体で最も減少率が高いのはこの岬町で、７割減少しているとありま

す。 

  そこでお聞きします。本町での最近の新生児の出生数は何人でしょうか、お聞きします。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 申しわけございませんが、今詳細な資料が手元にございませんが、記憶

違いでなければ、平成２６年度で出生人口は７２人と記憶しているところでございます。 

○道工晴久議長 坂原正勝君。 

○坂原正勝議員 ぜひ、また正確な数字を後ほどいただきたいと思います。 

  先ほどの新聞記事の続きに、岬町の担当者の話として載っていました。「少子化対策に岬町の

存続と生き残りがかかっていると、この町の担当者は危機感を強める」という記事がありました。 

  その少子化対策の一つとして、子育て支援が果たす役割は大きいと考えます。既に保育料の多

子世帯軽減や、あるいは児童手当など、支援策が実施されているところではございますが、保育

料についての支援はあるが、それ以外の諸費用などについてはどうでしょうか。 
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  例えば、通園バスの利用料は、園児１人につき１カ月の料金は幾らでしょうか。また、兄弟な

どの２人の場合は幾らになっているでしょうか、答弁をお願いします。 

○道工晴久議長 廣田教育次長。 

○廣田教育次長 淡輪幼稚園のバス料金につきましては、１人当たり２，６２０円です。減額制度

は現在ございません。 

  保育料につきまして、ご説明させていただきたいと思います。 

  本年４月に子ども・子育て支援制度が施行され、保育料の算定の方法が大きく変わりました。

保護者の所得状況により第１階層０円、第２階層３，０００円で、国基準となっています。第３

階層では、国基準は１万６，１００円。第４階層、２万５００円。第５階層、２万５，７００円

に対し、本町の保育料は９，０００円です。特例措置を設け、国基準の保育料を適用せず、当面

の間、昨年までの現行水準の保育料を維持しています。このことは、子育て支援のさらなる推進

を図るために本町が実施しているものです。 

○道工晴久議長 坂原正勝君。 

○坂原正勝議員 保育料の軽減策はありますけど、その他、諸費用についての今、軽減策を聞いて

るんですけども、私の調べたところによると、公立の淡輪幼稚園の通園バスの料金は１人２，６

２０円と。１人２，６２０円だから、２人になると５，２４０円になるとなっています。 

  私立の海星幼稚園の場合は、月４，０００円とありました。ただし、これは１世帯４，０００

円ということで、２人目がいても４，０００円ということになっております。 

  近隣市町の通園バスの料金を調査すると、阪南市の場合、公立幼稚園は無料、私立幼稚園が２，

０００円。泉南市では、公立幼稚園は１，０００円、私立幼稚園が２，０００円。この２，００

０円の場合、朝夕のどちらか１回だけの場合は１，０００円となっています。また、熊取町では

公立幼稚園そのものがないのですが、私立幼稚園は３，０００円。２人目からは半額となってお

りました。 

  このような状況の中で、本町でもバス料金を少し安くするか、２人目からは半額、あるいは無

料にするなど、助成してはどうかと思いますが、いかがでしょうか。 

○道工晴久議長 廣田教育次長。 

○廣田教育次長 新制度について、続けて少しご説明させていただきたいと思います。 

  新制度では、保育料に多子減額制度が導入され、子どもの年齢に設定が設けられてはいますが、

２人目については半額、３人目は無料となります。 

  淡輪幼稚園は今年度から幼稚園就園奨励費の対象施設ではなくなりましたが、平成２６年度と
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では保護者の負担がどう変化しているのか、モデル世帯を設定して比較を行いました。 

  モデル世帯では、幼稚園年少から小学校３年生までの間に子どもが２人以上いる世帯、例えば

上の子が小学校２年生、下の子が幼稚園年長とします。平成２６年度は月額９，０００円、年間

１０万８，０００円の保育料でした。世帯の所得状況に応じて幼稚園就園奨励費が支給されてい

た平成２６年度と比べ、平成２７年度は生活保護世帯では２万９，０００円のマイナス、町民税

非課税世帯では４万円のマイナス、町民税所得割非課税世帯では４万円のマイナス、課税世帯で

は１万４，０００円のマイナスという結果になりました。これは一例にしか過ぎませんが、保育

料の据え置きによる効果であると考えます。 

  一方、幼稚園型こども園として新制度へ移行された教円幼稚園は、国基準の保育料を設定して

います。通園バスの制度はありません。海星幼稚園は保育料が２万５，０００円で、幼稚園就園

奨励費の対象施設です。通園バスの利用料は、議員おっしゃっていたとおり１世帯当たり４，０

００円とのことです。 

  このように、現状におきましては公立幼稚園と私立幼稚園との間で保育料に格差が生じていま

す。淡輪幼稚園が通園バス料金に減額制度を設けた場合、私立幼稚園との保育料等の格差はます

ます拡大いたします。 

  新制度がスタートしたばかりで、私立幼稚園の方々が健全な運営を確保するために健闘されて

いる中で、本町といたしましては通園バス料金の減額制度導入につきましては慎重に検討してま

いりたいと考えております。 

○道工晴久議長 坂原正勝君。 

○坂原正勝議員 子育てをしやすい環境づくりのために、今後、ぜひとも実現を強く要望するもの

であります。 

  続いて、３点目、窓口相談についてに移ります。 

  本町では、多数の相談窓口があると聞いています。しかし、住民自身が隣近所のトラブルや日

常生活での困り事など、どの相談窓口に行けばいいのかわからないという相談をよく受けます。

そのときに、どの窓口に相談に行けばいいかがはっきりわかるように周知していただきたいと思

います。 

  そこでお聞きします。その周知方法はどのようにしているのでしょうか。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 議員ご質問の、近所での困り事や日常生活でのちょっとした困り事につ

いて、これまでは身内や親戚、また近所同士などが一定の受け皿になっていたと考えられますが、
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人と人のつながりが希薄になる中で、どこに相談すればいいのかわからない方も多くおられると

思います。 

  本町の相談につきましては、定期的に行っている相談が１６ございますが、周知につきまして

は、福祉で行っております「福祉なんでも相談」として、岬だよりに毎月掲載しているところで

はございますが、少し広報の仕方も整理する必要もあると考えてございまして、住民にわかりや

すくするとともに、一層の周知に努めてまいりたいと考えているところでございます。 

○道工晴久議長 坂原正勝君。 

○坂原正勝議員 次に、相談窓口で対応する職員についてですが、相談窓口で対応する職員は相談

に来た相談者の真意、本当は何で困っているのか、何を聞きたいのか、その真意をくみ取るスキ

ルを持った資格者を配置しているかどうか。 

  相談に来る人は悩みや困り事がある人です。その問題点がどこにあるのか自分で明確になって

いる人はいいですけど、それがわからない人もいると思います。 

  窓口では、相談者の立場に立ってその問題が解決できるよう、寄り添っていくことが大事だと

思います。その観点から、専門的なスキルを身につけたカウンセラー資格を持つ人材を窓口に配

置するべきだと考えます。また、さらなる窓口担当者のスキルアップを図るよう人材育成も必要

ではないかと思います。 

  お聞きします。相談窓口での担当者の対応、業務内容について、窓口に来られた人の満足度の

評価はどのように確認しているのでしょうか。お願いします。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 お答えいたします。 

  まず、最初にご指摘がございました相談窓口でございますが、専門職を配置しておりまして、

それぞれの相談に応じてコミュニティソーシャルワーカー、あるいは保健師、社会福祉士、介護

支援専門員等の専門職が相談に応じております。 

  また、これらの専門職につきましては、実務従事者研修などの研修を受講することなどによっ

て資質の向上に努めているところでございまして、今後、一層の向上に努めてまいりたいと考え

ております。 

  そして、議員ご指摘をされました、相談された方がその対応についてどのように感じておられ

るかという計りでございますが、現在のところ、そのような計りといいますか、岬町のほうでは

行っていないというところでございます。 

○道工晴久議長 坂原正勝君。 
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○坂原正勝議員 相談窓口の業務全体の質の向上を図るため、例えばアンケート調査などを実施し

てはどうでしょうか。この点について、いかがでしょうか。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 ただいま議員御提案のアンケート調査でございますが、アンケートの導

入につきましては、ただいま答弁させていただきましたように、現在のところ、その対応等につ

いてどのように感じておられるかという計りがございませんので、また、アンケート調査をする

ことによって、極端な例でございますが、うまく解決に至った方、また、そうでない方など、そ

の捉まえ方も違ってくるとも考えているところでございます。 

  いずれにしましても、相談に対する応対や満足など、町としても何らかの把握は必要ではない

かと考えてございまして、今回、ご提案をいただきましたアンケート調査の導入につきましては、

全庁的な取り組みとして前向きに検討してまいりたいと考えているところでございます。 

○道工晴久議長 坂原正勝君。 

○坂原正勝議員 アンケート調査など、ぜひ前向きに検討をお願いいたします。 

  では、最後の質問です。主権者教育についてお尋ねします。 

  来年の参議院選挙から１８歳選挙権が実施されます。新たに選挙権を持つことになるこれらの

年少者に対する主権者教育について、本町ではどのように取り組んでいくのかお聞かせください。 

○道工晴久議長 古谷総務部長。 

○古谷総務部長 お答えいたします。 

  去る６月１７日に公職選挙法の一部を改正する法律が成立いたしまして、６月１９日に公布さ

れました。 

  改正法によりまして、公職選挙の選挙権を有する者の年齢が現在の満２０年以上から満１８年

以上に引き下げられることとなったところでございます。 

  この改正法は、公布の日から起算して１年後の平成２８年６月１９日に施行されまして、その

施行日後に初めて行われる国政選挙の公示日以後にその期日を公示、または告示される選挙から

適用されることとなっております。 

  その適用される選挙期日の翌日以前に１８歳の誕生日を迎える者は選挙権を有するということ

になるわけでございます。 

  国のほうでございますが、総務省におかれましては今回の改正による選挙権年齢の引き下げが

選挙制度改革の中でも非常に大きな改正であることを踏まえまして、新たに投票の権利を得る若

者の政治参加意識の向上に取り組むとともに、広く国民に対して周知を図ることが重要とされて
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おります。 

  また、文部科学省と連携しまして、政治参加に関する教育のための高校生向け副教材を作成し

ていると聞き及んでいるところでございます。 

  また、文部科学省におかれましては、高等学校等の生徒に対しまして、国家及び社会の形成者

として必要な政治や選挙への関心を高め、政治的教養を豊かにするための教育の充実を図ること、

また、小・中学校段階におきましても児童生徒の発達の段階を踏まえつつ、国家及び社会の形成

者として必要とされる基本的な資質を養うよう教育の充実を図ることが重要とされているところ

でございます。 

  町内の状況でございますが、岬中学校では、社会の仕組みや政治制度などの意義や働きについ

て学ぶとともに、選挙や政治と身近な生活とのかかわりについて話し合いや、また体験活動に取

り組まれていると聞き及んでおります。 

  町内の小学校３年生は、毎年、この役場と議場の見学を実施してきております。また、今年度

におきましては、岬町子ども議会を開催する予定でございます。 

  岬高校におかれましても、生徒に対する制度の周知、また授業内容の検討に着手されたと聞い

ております。 

  当方からは、例えば、模擬投票を実施する際は、投票箱を貸し出すなど積極的な協力をしてい

く意向であることをお伝えしているところでございます。 

  今後も、岬町選挙管理委員会のご意見を踏まえつつ、町内の小・中・高等学校、また、それら

を所管する教育委員会等の関係部局とも十分に連携しまして、主権者教育の一層の充実に取り組

んでまいりたいと考えておるところでございます。 

○道工晴久議長 坂原正勝君。 

○坂原正勝議員 少子高齢化が進み、行政の予算配分がどうしても高齢者に偏りがちですが、今後

は若者、子どもに対する政策資源を増やしていくことも必要になってくると思います。 

  １８歳といえば、高校３年生の年代でもあります。進路を敏感に感じる世代でもあり、また、

最も長いスパンで政治を見ることができる世代でもあります。 

  その世代の人たちが広く長い視野に立って公平に正しく政治を判断できるような主権者教育を

お願いしまして、私の一般質問を終わります。どうもありがとうございました。 

○道工晴久議長 坂原議員にご連絡します。 

  先ほど、坂原君の質問の中で出生率等についての理事者の報告がございましたね。正確な数字

が出ましたので報告したいということでございますので、理事者の答弁をいたします。 
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○古橋しあわせ創造部長 改めてお答えをさせていただきます。 

  先ほど答弁させていただいた中で、平成２６年度７２人の記憶とお答えをさせていただいたの

ですが、正確には平成２５年度が７２人、ちなみに平成２６年度は７５人でございます。訂正を

させていただきたいと思います。 

○道工晴久議長 以上で、坂原正勝君の質問が終わりました。 

  次に、中原 晶君。 

○中原 晶議員 日本共産党の中原 晶です。 

  国政上では、戦争法案の審議が緊迫した状況が続いています。参議院で戦争法案の審議が始ま

って１カ月がたちますが、審議が進めば進むほど政権の行き詰まりが露呈し、既に参議院の安全

保障特別委員会の審議は７７回も中断をし、審議途中で散会という異例の事態も起こっておりま

す。 

  政府は戦争法案の根幹部分について整合的な答弁ができなくなっております。安倍首相は集団

的自衛権行使の具体的例として、パネルまで持ち出して日本人を輸送する米艦の防護なるものを

言い募りました。しかし、先日の委員会審議で中谷防衛大臣は、日本人が乗っていなくても集団

的自衛権行使はあり得ると答弁をしました。 

  あれだけ繰り返してきたホルムズ海峡の機雷掃海についても、当のイラン政府が封鎖などあり

得ないと否定するなど、政府が主張してきた立法事実そのものが総崩れをしています。また、こ

の法案が自衛隊の軍事行動について歯止めを持たないことがさまざまな分野でも明らかになって

おります。 

  参議院の審議では、自衛隊が米軍への軍事支援を行う際にクラスター爆弾、劣化ウラン弾、毒

ガス兵器、核兵器まで運べることが明らかになりました。非人道兵器も大量破壊兵器も法律上で

は何でも運ぶことができ、そこには何の歯止めもありません。 

  さらに、自衛隊統合幕僚監部が戦争法案の成立を前提にして、さまざまな項目について極秘に

検討を行っていたという大問題が、参議院の特別委員会の中で明らかになりました。 

  内部文書によると、軍軍間の調整所の設置、南スーダンＰＫＯへの駆けつけ警護等の業務拡大、

南シナ海における警戒監視などへの関与など、国会にも一度も説明されたことのない内容がずら

りと並んでおります。それを５月２６日、衆議院で国会審議が始まったその日に３５０人もの幹

部自衛官を集めて詳細に説明していたことが発覚し、大問題となりました。 

  この法案について、国民の理解は進まないどころか、国民は法案の本質を見抜き、平和と民主

主義を守ろうと先週末国会前を初め、全国各地で空前の規模の集会やパレードが行われました。



 

20 

戦後７０年、１人の戦死者も出さず、１人の外国人も殺さずに済んだ歴史を塗りかえるか否かの

大問題が問われております。 

  全国の自治体は法定受託事務によって自衛官募集の事業に携わっており、岬町も例外ではあり

ません。この法案が強行される事態になれば、自衛官が戦闘行為に巻き込まれる危険性が飛躍的

に高まることも、日本人がテロの標的になる危険性が高まることも明白であります。 

  二度と同じ過ちを繰り返さないために、戦争法案を必ず廃案へと追い込む決意をまず初めに申

し上げたいと思います。 

  安倍政権の暴走は戦争法案だけではありません。労働者派遣法の改悪、原発再稼働、消費税増

税、沖縄の基地問題、ＴＰＰ、介護・医療分野の改悪など、国民生活のあらゆる分野に及んでお

り、今後も住民の命と暮らしが一層脅かされることは明白であります。 

  岬町が、地方自治体の本旨である住民の福祉の増進を図る役割を最大限発揮するために全力を

尽くすことを初めに申し上げて質問を行います。 

  まず第１点に、地方創生にかかわってさまざまな事業が進められていることにかかわってお尋

ねをいたします。 

  地方創生事業の全体像は、先の３月議会において交付金を活用した事業の内容や、その予算案

が示され可決されたところでありますが、今回は幾つかの事業についてその進捗状況を確認し、

今後の事業展開についてお聞きしたいと思います。 

  初めに、出産支援事業についてお尋ねいたします。 

  出生率の回復を目指し、子どもが欲しいのにできない方への支援を行う事業として、一般不

妊・不育症治療助成事業が行われていますが、問い合わせ状況や申請、助成決定の状況はいかが

でしょうか。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 一般不妊・不育症治療助成事業につきましては、子どもを産み育てたい

と望んでいるのにできないご夫婦を支援するため、一般不妊治療に要する費用の一部を助成する

もので、助成額は１年度に５万円、ご夫婦ともに治療する場合は１０万円を限度に最大６年間の

助成となっており、本年４月１日から実施をいたしております。 

  現在の状況といたしましては、不妊治療の助成決定が１件ございまして、その他４件の問い合

わせがあったところでございます。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 今、制度について１件当たり５万円、夫婦で申請された場合は１０万円受け取れ
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るということでありました。 

  決定については、不妊治療の助成に１件、ほか問い合わせ４件ということでありましたけれど

も、この事業については、予定としては年間２０件の助成を行うとして、１００万円の予算が計

上されていたところであります。 

  問い合わせも４件ということで、少ないという印象を個人的には受けるんですけれども、３月

議会でも私申し上げたところでありますが、不妊治療にも不育症の治療にもかなりの医療費が必

要になるケースが出てまいります。１件当たりの助成額を見直すことですとか、助成対象を拡充

することを今後、必要に応じて検討していってはいかがかという提案をしたいと思います。 

  ただ、この事業は今年度まだ始めたばかりの事業でありますので、現時点ですぐに運用内容の

見直しを行うというのはまだ時期が早いと考える立場でありますけれども、今後、いろいろな状

況を見て改善をしていくという考えはお持ちか。また、改善の方向性としてはどんなことをお考

えかお聞きしたいと思います。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 本事業の拡充につきましては、本事業は平成２６年度事業として地方創

生の交付金を受けて実施をいたしておりますが、交付金につきましては、今後見直しされる可能

性もあると聞き及んでいるところでございます。 

  また、この事業につきましては、対象者自体の把握が困難でございまして、今後の見通しも非

常につきにくいことから、交付金制度の内容、また、今後の助成件数や財政状況も考慮しながら

検討してまいりたいと思います。 

  また、助成件数が増えるにしたがいまして、必要となった治療費等のデータも蓄積されること

から、そういうところも分析をする必要があるのかなと考えているところでございます。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 この交付金、来年度はどうなるかという面もありますので、そういった動きも見

据えた上でいろいろな判断をしていくことが必要であるということだと思いますけれども、改善

の方向性についてお尋ねをしたのですが、そこについては余り具体的に述べられませんでした。 

  それで、私の提案としては、もし、今回のような助成の決定件数が少ないと、さらに問い合わ

せが少ないという状況が続くのであればという問題ですけれども、今、対象としている一般不妊

治療と不育症治療に加えて、保険外で治療を行う人工受精だとか、体外受精、こういったものに

も対象を広げてはどうかということをこの先考えていってはいかがかということもあわせて提案

しておきたいと思います。 
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  ただ、人工受精や体外受精については治療の費用が大きくなってくるものでもありますので、

１件当たり５万円と、もちろん助成がないよりはいいんですけれど、ちょっと見合わないという

ような金額になってくることも考えられますので、もう少し１件当たりの費用を膨らませるとい

うことも必要になってくるかもしれませんけれども、今後の申し込みの状況等を見ながら来年度

以降、前向きにご検討いただきたいと要望しておきたいと思います。 

  続きまして、子育て就労支援事業について質問をいたします。 

  安心して子育てのできる環境を整えることを目的に幾つかの事業が進められておりますが、中

学生以下の子どもを育てておられる方を対象にして短時間労働の場を提供するとして、岬町役場

に勤務をしていただくという事業が進められております。 

  ３月議会では、臨時職員４人分の賃金としておよそ２５０万円が計上されたところであります。

実際の雇用状況を確認したいと思います。 

○道工晴久議長 保井まちづくり戦略室長。 

○保井まちづくり戦略室長 中原議員のご質問にお答えいたします。 

  現在の状況といたしましては、４名の方を子育て就労支援事業として雇用できている状況でご

ざいます。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 今、４名の採用ということがご報告されたわけですけれども、その４名の採用に

よって、臨時職員の数や勤務時間など、実際の雇用の増大や創出につながったのかどうか、この

点について確認したいと思います。 

○道工晴久議長 保井まちづくり戦略室長。 

○保井まちづくり戦略室長 お答えいたします。 

  本町の臨時職員につきましては、一定、そういう職場があるかということを精査させていただ

いております。 

  その中で、子育て就労支援の中で子育て世帯の方を募集しているわけでございますが、臨時職

員の募集の中でご案内しているところでございます。 

  登録申請制度になっておりまして、１月に第１次受付を行い、２月中盤から第２次受付を行う

ということで、平成２７年度につきましては第２次受付の段階でもご案内していたということで

ございまして、雇用手続の中で説明いたしますと、臨時職員の登録を済ませた全ての方の面接な

どを行いまして、その中で一定、職場の数と、職場で雇用できる枠というのがあらかじめ予定さ

れておりますので、そこの中でこのような子育て世帯の方が安心して子育てができるような形に
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なるようなマッチングというんですか、精査をさせていただくというようなことになっておりま

す。 

  ですから、一概に増えたかどうかというような判断はちょっと微妙なところはございますけれ

ども、当然、このようなことを地方創生事業として行っているわけですから、時間数にすれば１

人当たり２８時間でございますので、１人当たり１，３００時間ぐらいになるかと思うんですけ

れども、一定、雇用時間の確保に寄与できていると考えておるところでございます。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 いろいろご説明いただきましたけれども、私がお聞きしたのは、実際の雇用の増

大、創出につながったのかということをお聞きしたんですね。 

  そのことについては、ちょっと明確な答弁を避けられたという感じの印象を受ける答弁であっ

たように私は受けとめております。 

  今、実際の雇用に至る経過といいますか、どういう手順を追って雇用をしていくかということ

のお話をされて、募集をして、登録をしていただいてマッチングをしていくということであった

と思います。 

  その中で、マッチング作業をされる際に、恐らくですけれども、この事業をされているわけで

すから、中学生以下の子どもをお持ちの方を優先して採用するということに一定の配慮などはさ

れたということかなと思うんですけれど、そういう形でこの事業の活用をされたと受けとめたら

よろしいのでしょうか。 

  うんって言っているので、イエスということですね。わかりました。 

  そういう意味でいいますと、全くこの事業が生かされていないとは申し上げませんけれども、

私としましては、やはり若い世代の雇用を創出する、子育て世代の雇用を創出するという取り組

みとして注目をしていたわけなんですね。 

  もう少し、実際の雇用、時間だとか人数なんかを増やすことができることを期待していたので

すが、そこは少しそうはならなかったということだったのかなと認識をしております。 

  しかしながら、この交付金を使って雇用をするということは予算の振りかえということになり

ますけれども、一般会計においてわずかではあっても余裕ができるということになりますから、

そのことについては積極的な交付金の活用という姿勢について評価をしたいと思います。 

  私は、役場の職員の数は足りていないと日ごろから見て感じているんです。本来であれば、正

規職員を増やすべきと思うんですけれども、臨時職員の採用を増やしたり雇用を創出する、例え

臨時であっても雇用を創出することについては住民要求にかなうものであると考えます。 
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  来年度以降、この事業がどうなっていくのか不透明な面は大いにありますけれども、今後、実

際に雇用の拡大につながるようにこの制度を生かして改善させる必要があると私は考えるもので

ありますが、この点についてお考えはいかがかお聞きしておきたいと思います。 

○道工晴久議長 保井まちづくり戦略室長。 

○保井まちづくり戦略室長 お答えいたします。 

  当面、来年度につきましては、まず子育て就労支援事業を十分に周知いたしまして、子育て世

帯の新規登録、新規申請、臨時職員の新規登録を増やしていくことが大切であると考えておりま

す。 

  その上で、希望する勤務時間、技能、スキルとマッチングいたしまして、子育て中の方が臨時

職員として活躍できる職場を目指していきたいと考えております。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 来年度に向けて実際の雇用の拡大につながるように積極的にお考えをいただきた

いと重ねて求めておきたいと思います。 

  続いて、定住支援事業についてお尋ねをいたします。 

  若年層の流出を防ぎ移住を進めるため、定住される若者を支援する取り組みとして、町として

は四つの事業を進めておられます。 

  定住を促進するために、新築住宅や中古住宅の取得に当たって補助金を助成する事業が設けら

れておりますが、それぞれの事業の問い合わせや申請、決定状況をお示しいただきたいと思いま

す。 

  それぞれの事業と申し上げますのは、新築住宅取得助成事業と中古住宅取得助成事業、この二

つに限ってのことで構いませんので、問い合わせや申請、決定状況を確認させていただきます。 

○道工晴久議長 西企画政策監。 

○西企画政策監 お答えさせていただきます。 

  新築住宅の取得助成事業、中古住宅の取得助成事業につきましては、移住促進事業の施策とし

て、岬町への移住、定住の促進を目指し助成制度を設け、４月１日から実施しております。 

  まず、新築住宅の助成事業につきましては、満４０歳未満であり、かつ婚姻または義務教育終

了前の者を扶養し同居している方、または同居の配偶者が満４０歳未満である方が新築住宅の取

得を行い、その住宅に定住している場合に助成を行うものでございます。 

  助成額につきましては、基本額として１０万円、町外から転入された場合は５万円、また、義

務教育終了前の子どもを扶養されている場合は５万円を加算いたしまして、最大で２０万円を助
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成するというものでございます。 

  新築住宅の助成制度には現在４件の申請をいただき、交付の決定をさせていただいております。 

  助成内容の問い合わせにつきましては、１３件のお問い合わせをいただいております。 

  また、中古住宅の取得助成事業につきましては、満４０歳未満であり、かつ婚姻または義務教

育終了前の者を扶養し、同居している方、または同居の配偶者が満４０歳未満である方が中古住

宅の取得を行い、その住宅に定住している場合に助成を行うもので、助成額は基本額として５万

円、町外からの転入もしくは義務教育終了前の子どもを扶養されている場合は５万円を加算し、

最大で１０万円を助成する制度でございます。 

  中古住宅の助成制度につきましては、現在２件のお問い合わせをいただいておりますが、交付

申請、交付実績はいずれもございません。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 新築住宅取得助成事業については、問い合わせについて一定数があります。それ

から、申請と決定については４件ということでありました。これは、３月の議会においては、最

大２０万円を３０件に助成をするということで６００万円の事業費が計上されておりました。 

  それから、中古住宅については、問い合わせは２件あったということでありますけれども、申

請及び決定の実績はないという状況をお示しいただきました。 

  この制度はより一層の活用を広げることが必要なんじゃないかなと思っているんですけれども、

一つは、条件の見直しによって、さらに利用者の拡大を図るということを今後検討されてはいか

がかとご提案申し上げておきたいと思います。 

  今、条件についても少し説明をいただきましたけれども、年齢が満４０歳未満という限定をさ

れておりますけれども、晩婚化も進んでおりますので、こういった年齢についての見直しなどに

ついても、少し今後、この制度の利用促進を図るために検討されることをこの場では提案して、

この事業がより一層活用されるようにと申し上げておきたいと思うんですね。 

  それから、中古住宅の取得について、先ほど、残念ながら利用実績はないということでありま

したが、これ、もともと予算としてもそれほど大きなものを確保していたわけではないんですね。 

  最大１０万円を３件に助成するということで、年間３０万円予算計上をされていたところであ

ります。ただ、申請も１件もないということは非常に残念なことでありまして、岬町には中古住

宅もたくさんありますので、こういったところへの移住をぜひ図っていただきたいと思います。 

  この中古住宅の取得にかかわっては、岬町が従来から行っている空き家バンク制度を拡充させ

ること、また、そのこととのリンクといいますか、相乗効果を得るような格好での拡充を図ると
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いうこともぜひこの機会に提案したいし、ご検討いただきたいと考えるものであります。 

  私は、以前、空き家バンク制度の拡充を求めて質問させていただきまして、周知活動について

は岬町のホームページのトップページにリンクを張るなど努力をしておられることは前向きに評

価をしているものであります。 

  この際ですので参考までにお聞きをしますが、前回、一般質問でお聞きをしたとき以降の進捗

はいかがか、進んだ部分がありましたら確認をさせていただきたいと思います。 

○道工晴久議長 木下都市整備部長。 

○木下都市整備部長 お答えさせていただきます。 

  空き家バンクの現状でございますが、現在、空き家の登録はなく、空き家を探しておられる方

が３件、登録していただいてございます。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 探している方が３件の登録、しかしながら、空き家の登録がないということであ

りました。 

  当然のことなんですけれども、空き家の登録がなければせっかく岬町に住もうかと考えている

方がおられても、実際の移住や定住にはつながりません。 

  この空き家バンク制度については、全国の市町村で取り組まれておりますが、岬町でも利用促

進のために制度のさらなる充実が必要であると考えるものでありますが、担当課としてはどのよ

うにお考えなのか、お尋ねをしたいと思います。 

  今の制度を現状のまま維持するというお考えであるのか、さらに拡充させるつもりがあるのか、

そのことをまずお聞きしておきたいと思います。 

○道工晴久議長 木下都市整備部長。 

○木下都市整備部長 お答えさせていただきます。 

  この制度は平成２６年度に制度化され、先ほど答弁させていただきましたような登録状況にな

ってございます。 

  やはり、議員ご指摘のように、何らかの拡充策を検討していく必要がある状況だと考えてござ

いまして、この地方創生等活用できるもの、あるいは先進事例等を調査・研究しまして、参考に

して拡充に努めてまいりたいと考えてございます。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 担当課としては、拡充に向けて前向きであるということが確認されたと思います。 

  この制度の拡充については、前の一般質問の折にもさらに拡充する必要があるのじゃないかと
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いうことを申し上げていたわけですけれども、今、ご答弁でもあったとおり、先進事例などの調

査・研究をしながら拡充策を考えたいということでありました。先進事例などの調査・研究は実

際に行っておられるのかお聞きしたいと思います。 

○道工晴久議長 木下都市整備部長。 

○木下都市整備部長 お答えさせていただきます。 

  近隣の市町で言いましたら、和歌山市では改修補助金を導入されておられると聞き及んでござ

いまして、関係市、また今後、さらに勉強して検討していきたいと思います。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 和歌山県の改修補助金の例が示されたところであります。 

  恐らくほかの自治体についても多少の調査等についてはなされているんでしょうけれども、や

はり、この機会でありますので、地方創生事業の補助金の活用もできないかということとあわせ

て、この事業の充実を考えられてはいかがかなと思います。 

  私は素人ながら、今は便利な世の中でして、インターネットでいろんなことがわかるわけなん

ですね。それで、いろいろと調べてみました。 

  本当に、全国たくさんのところで、この空き家バンク制度が設けられているということに驚き

ましたし、古いところでは１０年とか、かなり前からこの事業に取り組んでおられることも、今

回、改めて私なりに研究をさせていただいて知ったところであります。 

  今、部長のほうからお示しいただいたとおり、改修への補助金の制度を設けているところも幾

つもありました。ほかには、空き家バンクだけではなくて、山梨県の山梨市なんかでは、空き家

バンク以外にも空き工場（こうじょう）バンク、空き工場（こうば）バンクと呼んだほうがいい

のか、そういうことも行っておられますし、また、空き店舗バンクというのにも取り組んでいる

んですね。おもしろい取り組みだなと思って、画面で見せていただいておりました。 

  非常にインターネット上でいろんなことがわかるように工夫をされておりまして、今、紹介し

た山梨市では、例えば空き店舗バンクのところをインターネットでのぞいていきますと、事業の

内容はもちろんですが、実際にこの制度を活用して事業を始めようと思った人に非常に親切なよ

うに融資制度についても設けられておりますし、実際にこの制度を利用して開業したという人に

ついても、お店の紹介がそこでされていたりするわけなんですね。 

  さらに、この山梨市では、定住促進事業にかかわって、この事業を使って事業を行うことで地

域経済波及効果がどうあるのかという、どういう期待ができるのかということまで試算をされて

おりました。 
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  また、島根県の雲南市では空き家見学ツアーというのも行っているんですね。１泊２日などで

実施をされていることも紹介をされていました。非常に柔軟な取り組みが全国で行われていると

お見受けをいたしました。 

  先ほどご紹介をいただきました改修の補助にかかわっては、和歌山県、ご紹介いただきました

けれども、愛知県の南知多町ですとか、山口市などでも空き家バンクを利用して活用するために、

改修の補助金を用意しているということも、今回、私も知ったところであります。 

  それから、この空き家バンクの利用について、今、紹介したようないろいろな柔軟な工夫が考

えられるところかと思いますけれども、契約について少し柔軟性を持つということも検討の視野

に入れられてはいかがかなと思います。 

  といいますのは、岬町の空き家バンク制度では、必ず仲介業者を介しての契約ということに限

られているんですね。貸したい人と借りたい人をマッチングする場合に契約を行いますけれども、

そこに業者を仲介すると、これはもちろん安全という面ではいいことではあるんですけれども、

そこにとどめておきますと、この事業の促進という意味では少し足かせになるのかなとも思いま

す。 

  全国の事例を見ておりますと、直接契約という手法をとっているところもたくさんありまして、

もちろん契約に行政はかかわりませんと、もし、トラブルがあっても当事者間同士で解決をして

くださいということをきちんとうたった上で直接契約をしてくださいというようにしているとこ

ろもあるんですね。 

  そうなりますと、直接契約を行うことで仲介手数料が安くなるということも考えられますから、

契約の方法についても少しご検討されてはいかがかということもこの機会に申し上げておきたい

と思いますので、担当課におかれましては、この事業が一層前に進むように、ぜひ前向きにご検

討いただきたいと思います。 

  引き続いて、生活保護制度について質問をいたします。 

  生活保護は憲法第２５条でうたわれている生存権を保障する制度であります。憲法第２５条で

は、「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。国は、すべての生活

部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。」と

されております。生活保護法第１条では、「この法律は、日本国憲法第２５条に規定する理念に

基き、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、そ

の最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とする。」とされており

ます。 
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  しかしながら、２年前から連続して生活保護の基準切り下げが行われ、生活保護を利用してい

る世帯の暮らしが脅かされています。既に、２０１３年８月、２０１４年４月、そして本年４月

と、３段階にわたって生活保護費のうちの生活扶助の引き下げが行われました。 

  １９５０年に生活保護制度が始まって以来、２００３年と２００４年、二度にわたって引き下

げが行われたものの、それぞれ０．９％減少、０．２％減少と、減少幅は小さいものでありまし

た。 

  しかし、今回、２年前から三度にわたって行われた引き下げについては、全国で影響は、保護

世帯の９６％に及び、世帯当たりの削減幅は平均６．５％、最大１０％で、特に子どもを抱える

世帯ほど大きな影響を受けるというものであります。生活保護本体の生活扶助の引き下げの上に、

今年度からさらに冬季加算まで減額をされます。到底、健康で文化的な最低限度の生活を営める

とは考えられません。 

  今回、生活保護について取り上げるのは、この７月から住宅扶助が引き下げられ、住民の方か

ら相談を受けたことからであります。 

  岬町は直接福祉事務所を運営していないために、岬町としてできる対策には限界があることは

承知しておりますが、事は岬町の住民のことでありますから、制度の改定の悪影響を受けないよ

うに、町として関係機関に働きかけるなど、できる限りの努力を求めるものであります。 

  初めに、今回、改定された制度の内容を確認したいと思います。 

  先ほど申し上げましたとおり、２０１３年８月から生活扶助が連続して削減をされております。

加えて、この７月からは住宅扶助、いわゆる家賃の上限額の引き下げが行われました。この家賃

の上限額の引き下げの内容について金額も含めてお示しいただきたいと思います。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 生活保護基準の改正が行われまして、平成２７年４月より住宅扶助が改

正をされましたが、住宅扶助につきましては地域別と世帯人員によって限度額が定められており

まして、本町の生活保護世帯においても最も多い単身世帯の影響を見てみますと、改正後の住宅

扶助費の限度額が月額２万９，０００円、改正前が３万８００円となっており、１，８００円の

引き下げとなっております。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 最も多い単身世帯ということでお示しをいただきました。今回の住宅扶助の引き

下げによって影響を受ける世帯の数についても確認をさせていただきたいと思います。 

  実際の運営は大阪府の岸和田子ども家庭センターが行っておりますので、そちらからはこの影
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響を受ける世帯についてはどのようにお聞きになっておられるか確認したいと思います。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 議員も先ほどご指摘いただきましたが、岬町では福祉事務所を設置をい

たしておりませんので、生活保護制度の実施機関は大阪府でございまして、制度の運営面等のご

質問につきましては事務を行っております岸和田子ども家庭センターの聞き取りによって把握を

したものということで、改めてご承知おきいただきたいと思います。 

  住宅扶助の引き下げに伴い、家賃が扶助費を上回る世帯（以降、生活扶助基準超過世帯）は、

本町の生活保護世帯のうち最も割合の高い高齢者の単身世帯における住宅扶助基準超過世帯は１

５世帯と聞き及んでいるところでございます。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 今、二つの事柄をお聞きしました。 

  実際に引き下げられる金額と、それから影響を受ける世帯についてお聞きをいたしましたけれ

ども、岬町では生活保護を利用されている世帯はおよそ２００世帯弱で推移しているというふう

に以前からお聞きしているところであります。 

  その中で最も多いのは高齢者の単身世帯ということで例示をしていただいたわけでありますけ

れども、家賃の上限引き下げについては、ふたり世帯以上においては数千円以上の引き下げにな

る世帯が多いというのが実情であります。 

  それから人数といいますか、世帯についても、高齢者ひとり世帯については１５世帯であると

いうことをお答えいただきましたが、これは恐らくほかの高齢者世帯でない状況の世帯ですね。

また、お一人でない世帯についても影響が及ぶ世帯があると推測されるわけであります。 

  それで、引き続いてお聞きをしますけれども、今回の制度の改定の内容は、生活保護の利用世

帯に対してどのように周知をされているのか、ご存じであればお聞きをしたいと思います。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 住宅扶助が基準を超過する世帯の周知につきましては、岸和田子ども家

庭センターにおいて作成をしましたお知らせ文を対象世帯に配付をするとともに、家庭訪問等で

個別に説明をしていると聞いているところでございます。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 今、お知らせ文を対象世帯に配付をされているとお聞きをいたしました。 

  配付という言葉から受ける印象なんですけれども、配付というのは、配られて、その対象世帯

が手元に持っておいていいものという印象を受けるんですけれど、そういう形での運用でしょう
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か。そこまで細かいことはお聞きでないかもわかりませんが、もし詳細をご存じでしたらお聞き

したいと思います。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 議員ご指摘のように、そこまで詳しいところまでは聞き取りはできてお

りませんけれども、まずお知らせ文でお知らせをして、家庭訪問等で個別にも説明をさせていた

だいているというところでございまして、その文書は入手はいたしておりませんけれども、こう

いうように変わりますよというお知らせと理解しているところでございます。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 入手されていないということでありました。 

  できれば、やはり直接運用していない岬町だということでありましても、住民の方に影響が及

ぶ事柄でありますから、実情についてはよく把握をしておいていただきたいと思います。 

  実態としては、私が存じ上げているご家庭においては、配付という説明がありましたが、そう

いった紙は置いて帰っていないようであります。説明の際に、もちろん紙を見せて、こういうよ

うに変わったということは説明されたようでありますけれども、家賃の上限にかかわる文書につ

いて、置いて帰ったということは実態としてなかったようでありまして、おまけに、そのとき説

明を、こういった内容について説明をしましたよという事柄もその紙に書かれていて、「あなた

は聞きましたね」、「はい、聞きました」という欄にサインを求められたというようなことも聞

いておりまして、口頭で次から幾らになるんだよと聞かされたというように、私は調査の中で知

ったんですけれども、それではちょっと説明の内容が不十分だと言わざるを得ないと思っていま

す。 

  それから、家庭訪問等で個別に説明をしているということで、大変な作業であろうと思うんで

すけれども、現在、お住まいの住宅の家賃が新しい制度に変わって、上限額を上回るという場合

については、その個別に説明した中でどのような指導がなされているか、こういったことについ

てもお聞きをしておきたいと思います。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 住宅扶助が家賃を上回る世帯の指導につきましては、基準限度額内での

家賃物件への転居指導が一般原則となってございます。 

  一方で、今回の改正につきましては、国から通知が出てございまして、その通知では貸し主等

が契約更新等の際に家賃等住宅扶助限度額まで引き下げるのかを確認し、今回の住宅扶助の適正

化を図った趣旨等を丁寧に説明し、貸し主等の理解が得られるように努めること。また、家賃等
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の引き下げが困難であった場合は、当該世帯の意思や生活状況等を十分に勘案し、必要に応じて

経過措置等の検討や住宅扶助限度額の範囲内の家賃である適切な住宅への転居について検討する

こととなってございます。 

  なお、今回の改正では、以前から引き続き生活保護を受給している世帯のうち、住宅扶助の限

度額が減少する場合は経過措置が設けられておりまして、転居や通院、また通所、通勤、通学に

支障を来す場合や高齢者や身体障がい者等であって、転居によって自立を阻害する恐れがある場

合等については、当該世帯の自立助長の観点から引き続き改正前の基準額を適用するということ

となってございます。 

  岸和田子ども家庭センターにおきましては、受給者の意向を確認しながら、家主等に交渉が可

能であれば、受給者本人か岸和田子ども家庭センターが家賃の引き下げ交渉を行うというように

聞いておるところでございます。 

  また、引き下げが困難な場合においては、世帯の状況等を考慮し、経過措置を取るようにして

いるというように聞き及んでいるところでございます。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 今回の制度改定で家賃が扶助費の上限額を上回るということになった場合に、転

居指導が一般的であるということがまず述べられました。 

  それで、この転居指導というのは、非常に岬町においては特に現実的ではないんですよね。と

いうのは、先ほど紹介をされました、対象になる方が、生活保護を利用されている方が、ご自身

で大家さんに対して引き下げ交渉を行うようにという指導をしているということが主な内容だと

思うんですけれど、そこがまず現実的でない、非常に困難さがあると思うんですね。 

  先ほどご紹介いただきました例外規定、また経過措置の中でも詳細に述べられているんですけ

れども、生活保護を受給されている方の中には、自分が保護を利用しているということを知られ

たくないという方も当然おられるわけなんですね。 

  ですので、そのことを明らかにしないで大家さんに家賃を値下げしてくれないかという交渉を

するようにということが書いてあるわけなんですね。そこがプライバシーに配慮してという中身

になるわけなんですけれど、大家さんでご存じの方も多いですけれども、実際としては。 

  ただ、なかなか家賃の引き下げの交渉を理由を示さずに、実は生活保護の家賃の上限が引き下

げられたから、家賃を下げてほしいんだということを言える人が、さあ、何人いるでしょうとい

うことがありますよね。 

  そういう意味でも現実性がないということもありますし、それから、転居指導の問題ですけれ
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ども、岬町はよその地域と比べて賃貸物件そのものが非常に少ないんですよね。持ち家が多いと

いうことは皆さんもおわかりのことだと思います。また、賃貸物件が少ない上に、家賃について

も、上限内におさまる家賃で貸しているところというのは皆無に等しいぐらいなのが実態ではな

いかなと私は思っています。 

  インターネットで物件の家賃なんかについても、私調べる機会がありましたので調べたんです

けれど、今回、岬町で先ほどお示しいただいた単身の高齢者、おひとり世帯でありますと、家賃

の上限額が２万９，０００円なんですね。それ以下の家賃のところ、私はインターネット上では

見つけることができませんでした。 

  そういう意味でも、非常に現実性がないものを当該者、生活保護の利用者は指導という名前で

求められているわけなんですね。やはり、近隣の家賃相場と見比べて非常に無理があるというの

が実態かと思います。 

  全国的にもこの問題については大きな批判を受けまして、先ほどお示しをいただきましたよう

な例外規定や経過措置が設けられたところであります。 

  もう少し立ち入ってお聞きをするのですが、その例外措置や経過措置についてもきちんと対象

者に対して個別に説明をされているのかどうか。実際の家庭訪問の中でのことですので、ご承知

であればお聞きをしておきたいと思います。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 まず、岸和田子ども家庭センターでは、先ほど議員のご指摘もございま

したように、プライバシーの問題がございます。かえって福祉事務所のほうが家賃交渉を行うこ

とによって生活保護の受給世帯というのが明らかになってしまうということもございまして、本

人のほうから引き下げ交渉を行っていただきたいというように指導していると聞いております。 

  また、本人から依頼を受けた場合については、子ども家庭センターのほうが交渉を行うと聞い

てございます。 

  それと、先ほどの経過措置に伴ってでございますが、現在、岬町においては転居指導等を実施

する世帯というのはないと聞き及んでおるところでございます。 

  また、家賃の引き下げ交渉によって引き下げが困難である場合については、経過措置の適用を

検討していくと聞いているところでございます。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 今の説明をお聞きしますと、私がお聞きした今回設けられた例外規定や経過措置

についても、制度の改定とあわせて個別に説明がなされていると受けとめていいわけですね。は
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い、わかりました。 

  その経過措置の問題ですけれども、経過措置については期限は定めているのかどうか、この１

点をお聞きしたいと思います。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 国の通知によります経過措置のうち、転居等により通院または通所、あ

るいは通勤、通学に支障を来す場合や、高齢者や身体障がい者等であって、転居によって自立を

阻害する恐れがある場合に該当する場合は、明確な期限が定められていないという内容となって

ございます。 

○道工晴久議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 ただいま、自立を阻害するということにつながるのであれば現状のおうちでお住

まいになって、それから、従前の家賃を継続して受けることもできる。さらに、その期限の明確

な定めがないということが明らかになったところかと思います。 

  岬町は、先ほど来申し上げているとおり、単独で生活保護行政を運営していない立場でありま

すから、非常にお答えもしにくかったところもあったかと思いますけれども、事前に聞き取りも

して準備をしていただいてご協力いただいたところであります。 

  ただ、やはり岬町にお住まいの住民の、憲法で保障された生存権を守るという立場を堅持する

のは岬町としては当然のことでありますから、生活保護行政を運営している岸和田子ども家庭セ

ンターの実際の運営に不十分な点が見られた場合は、岬町としても、子ども家庭センターに対し

て制度利用者の立場に立って必要な行政を行うという姿勢を持つことが必要であろうと考えるも

のであります。 

  今回、住宅扶助の問題を中心に取り上げましたけれども、この問題以外でも生活保護の利用者

から何らかの相談があった場合、岬町としても、親身になって相談に乗って生活保護の利用者の

立場に立って、関係機関に積極的に働きかけることをこの場で改めて求めて、私の質問を終わり

たいと思います。 

○道工晴久議長 以上で、中原 晶君の質問が終わりました。 

  暫時休憩いたします。 

  再開は１３時から行います。よろしくお願いいたします。 

（午後 ０時０３分 休憩） 

 

（午後 １時００分 再開） 
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○道工晴久議長 休憩前に引き続き一般質問を行います。 

  次に、竹原伸晃君。 

○竹原伸晃議員 まずもってご指名いただきました道工議長、ありがとうございました。 

  通告に従いまして、平成２７年９月度の議会における一般質問をさせていただこうと思います。 

  まず、私の取り組みの中で、教育問題というのを大体年に１回質問させていただいていること

で、１年を振り返ってどうであったかということをシリーズ的にさせていただいております。 

  今議会の冒頭に、田代町長の挨拶にもあったように、中学生の残念な事件があったと思うんで

すけれども、やはり、小・中学校を取り巻く環境というのが昔と違ってどんどんと変わってきて

いるということに対して、私たち議会も意識を変えて何か対策を練っていかなければ、昔はよか

ったからそのとおりいくねんではだめな時代になってきたのかな。やはり、毎年の進化をしてい

ただいて、また教育委員会の皆様におかれましても新しい考えを取り入れてやっていただきたい

なと、このように思う中、通告に従って質問をさせていただきます。 

  一番最初に、小・中学校の学力を伸ばす施策についてということを質問させていただきます。 

  全体的な底上げもそうですし、レベルの高い子をさらにまた成績を上げていくといった施策を

打っていただきたいなと思っています。 

  ほかの自治体になりますけども、泉佐野市は全学校、全教室にクーラーを導入し、そのおかげ

もあって夏休みを１週間短縮し、市独自の思い切った教育施策を立てておられます。 

  その効果というと、まだ始まったばかりなのでどうかわかりませんけども、何と思い切ったこ

とをされるんだなと、市長に対して私も驚いているんですけども、岬町は岬町の事情というのが

あるとは思うんですけども、どのような施策をされているのか、毎年のことですけども、お聞き

したいと思います。よろしくお願いします。 

○道工晴久議長 廣田教育次長。 

○廣田教育次長 竹原議員のご質問にお答えしたいと思います。 

  教育委員会が策定しています学校教育方針の中で、個に応じたきめ細かな学習指導、生徒指導、

進路指導を一層推進するため、小・中学校間における教員の異動、兼務等を促進し、小・中学校

９年間を見通した指導の一貫性や系統性を持たせ、円滑な接続を図るとしており、いわゆる中１

ギャップといわれる段差解消を含めた小・中連携の取り組みを進めています。 

  学校教育における現状の取り組みについてご説明させていただきます。 

  教育委員会では、町立の小・中学校・幼稚園が教育活動を行う際の指針として、学校教育方針

を定めています。 
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  その方針の中の重点目標の一つに、確かな学力を培う教育の推進を掲げ、各小・中学校におい

て基礎的、基本的な知識や技能、それらを活用して問題解決を図るための思考力、判断力、表現

力をはぐくみ、主体的に学習に取り組むための態度を養う授業づくりを進めています。 

  子どもたちに確かな学力を培うためまず必要なことは、日々行われている授業が確かな学びに

つながるよう改善、工夫されていかなくてはならないということです。そのため、小・中学校で

行われている授業、研究活動において、指導課、指導主事による統一性を持った指導、助言を行

っています。加えて、中学校においては、大阪府教育センターの指導主事からの助言も積極的に

取り入れています。 

  授業の初めに何を学習するのか、この授業で何がわかったのかを個々に振りかえる活動までの

一連の授業スタイルを確立するとともに、小・中学校において確かな学力の定着に向けた授業が

展開できるよう、各学校と連携して進めているところです。 

  他の取り組みとしては、加配教員を活用した少人数習熟度別指導が挙げられます。少人数に分

割することで、よりきめ細かな指導を行い、子どもたちが達成感を得られる授業を目指し、指導

方法の工夫改善を図っているところです。 

  また、家庭との協力も不可欠であると考えています。家庭学習習慣の確立や自学自習力の向上

を目指し、平成２５年度より岬ホームスタディーウイークを各学期に１回のペースで全学校・園

にて同時に実施する取り組みを進めています。 

  さらに、平成２６年度より新規事業としまして、学力向上チャレンジアップ授業を実施してい

ます。小学校３年生から６年生を対象に、思考力トレーニング教材の活用を行っています。 

  放課後においても、各学校にて学習の場を提供しています。教員はもとより、学生や地域ボラ

ンティアの方々の協力を得て、学校の状況に応じて、小学校は週２回から５回のペースで実施し、

中学校は定期試験期間中を利用して、放課後学習を実施しています。 

  今後とも、授業の工夫改善や放課後学習、また家庭学習習慣の確立などの取り組みを推進して

まいります。 

○道工晴久議長 竹原伸晃君。 

○竹原伸晃議員 ただいま次長のほうから説明していただきました。 

  当家にも小学生の娘が２人いてまして、その子からもいろいろの話を聞いております。また、

家庭学習のホームスタディーウイークには積極的に参加をさせてもらっているんですけども、も

うちょっと拡大してほしいなと思うのは、放課後学習のところです。 

  岬町の地理的に都会とは違って学習塾にすぐに行けるのかどうかというのがありまして、塾に
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通うとなれば費用なり電車賃なりいろいろかかってくるところで、放課後学習として児童の勉強

を見てくれるといった取り組みが週２回から５回と言っていましたけども、学校別でいろいろ差

があると思いますので、ぜひ、その点、教育委員会のほうで検討していただいて、拡充できるの

であれば拡充してほしいなと思います。 

  また、指導課のほうでいろいろな施策を考えておるといったところをもっと充実していただい

て、新たな学力アップ施策をどんどんと推進していっていただきたいなと思います。 

  続きまして、小学校と中学校の連携についてという質問をさせていただきたいなと思います。 

  昨年、私、同じ質問をさせていただいております。特に６年生を、中学校で勉強させたらどう

かという質問をさせていただいたんですけれども、教員をやりとりしているということで答弁い

ただいて、実際、学校現場で見てまいりました。 

  小学校と中学校と連携しておられるなというのは見れておるんですけども、日本全国の取り組

みとしても、小・中一貫教育というのが進んでまいりまして、岬町は３小学校と１中学校なので、

やるとなったらすぐにできるのではないかと思っております。 

  私自身が淡輪小学校から岬中学校へ行った時代は、深日小学校も多奈川小学校も人数がいっぱ

いいて、それぞれの小学校から出てきた人たちが中学校になって新しい友達をつくって切磋琢磨

して勉強なりクラブ活動なりしていたんですけども、今となったら、岬町の子どもの人口がどん

どんと減っている中、小・中一貫教育ということでもっともっと連携して取り組んでいただきた

いなと思います。 

  先ほど、お昼休憩前に教育委員会のところを見てきましたら、今の小学校１年生が全部で１０

５人であると書かれていました。先ほどの坂原議員の一般質問の中で、新生児、平成２５年は７

２人で、平成２６年は７５人の新生児だといった方々が単純にそのまま小学校にいく平成３１年、

平成３２年には７２人とか７５人とか、今、１０５人ですから、単純にまだ３割減するわけなん

ですね。 

  そういうところが、もう明らかになってきている中、小学校と中学校の連携についてというの

もそうですけども、３小学校自体どのようにしていくのかというのをあわせて問わせていただき

たいと思います。 

  いろいろなところでＰＴＡのイベントとかで私、顔を出しておりますと、人が寄れば、これか

ら小学校はどうなるのと、まあ言ったら生徒数が減ってきて、小さいクラスでうちの子は大丈夫

かなというような話になってしまうんですわ。 

  そこを、町行政、また教育委員会としてどのように考えておられるのか、その次の、小学校の
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今後についてというのもあわせて答弁いただきたいなと思います。 

○道工晴久議長 廣田教育次長。 

○廣田教育次長 小学校と中学校の連携についてですが、教育委員会が策定しています学校教育方

針の中で、個に応じたきめ細かな学習指導、生徒指導、進路指導を一層推進するため、小・中学

校間における教員の異動、兼務などを促進し、小・中学校９年間を見通した指導の一貫性や系統

性を持たせ、円滑な接続を図るとしており、いわゆる中１ギャップといわれる段差解消を含めた

小・中連携の取り組みを進めています。 

  平成２４年度より、中学校の教員が小学校で授業を行う小学校専科加配の取り組みがあります。

今年度も、中学校の理科教員が小学校６年生の授業を受け持つ中で体験型授業を多く取り入れる

とともに、中学校で行われている授業スタイルで授業を展開しています。 

  定期テストの範囲の広さや教科によって教員がかわる教科担任制、部活動を含めた１日のスケ

ジュールなど、中学校と小学校の違いを具体的に子どもたちに伝えるなど、中学校へ進学するこ

とに対する不安を軽減し、よりスムーズに接続できるよう努めています。 

  また、小・中学生の直接的なかかわりとして、毎年１２月に小学校６年生が岬中学校への体験

入学を実施しています。３小学校の児童で混合クラスをつくり、中学校教員による授業を受けた

り、関心のある部活動で体験を行ったりしています。 

  さて、３小学校の今後のことも含めたこれからの展望ですが、まずは小・中学校で統一した授

業改善を推進していくこと、小・中学校を問わず、教員間においてどの学校の授業についても同

じベースで話し合いができるようになれば小・中合同による授業研究が可能となり、さらに小・

中連携が進むと考えています。 

  さらに、３小学校はそれぞれが特色のある学校づくりを目指し取り組みを行っているところで

すが、ご承知のとおり、小規模校は一人ひとりにきめ細かな指導を行いやすく、異学年間の縦の

交流が生まれやすいなどのメリットがある反面、クラスがえが困難なことから人間関係の固定化

につながりやすく、また、切磋琢磨する機会も少なくなるなどのデメリットがあると言われてい

ます。 

  一方、大規模校は集団の中で多様な考え方に触れやすく、切磋琢磨することを通じて能力を伸

ばしやすいなどのメリットがある一方、きめ細かな子どもたちの把握が難しい場面があったり、

学年内や異学年間での交流が不十分になりやすかったりするなどのデメリットがあると言われて

います。 

  各学校は、それらのよさ、メリットを最大限に生かしながら日々の教育活動を進めているとこ
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ろですが、学校独自の工夫だけでは補いにくいデメリットにも目を向け、教育活動の場所や方法

などについて、これまで以上に柔軟に設定していくことも今後必要になってまいります。 

  教育委員会といたしましては、今後とも、従来の取り組みの検証を行い、小・中連携だけに目

を向けるのではなく、小・小連携も含めた学校教育の全体像をデザインしていくことが岬で育つ

子どもたちの豊かな育ちにつながるよう、これからの教育施策の方向性を現在策定中の教育大綱

にしっかりと位置づけてまいりたいと考えています。 

○道工晴久議長 竹原伸晃君。 

○竹原伸晃議員 教育会議におかれましても、いろいろな内容について検討していただいていると

いうことをお聞きしまして、その内容にとても関心がありますので、まだまだ始まったばかりだ

とは思いますけども、突っ込んだ話をしてほしいなと思っております。 

  田代町長におかれましては、３小学校維持ということで公約でされておられますので、その中

で施策をやってこられているんですけども、未来永劫３小学校というのではなしに、いつかはか

じを切らなあかんときが来るとは思うんですけども、そのいつかのポイントを十分に見きわめて

いただきまして、よりよい学校教育を推奨していただけるようにお願いしたいなと、このように

思っております。 

  次の質問に移らせていただきます。 

  大きくは生涯学習についてとくくっておりますけども、そのうちの一番最初に、スマートウエ

ルネスシティの導入についてと冠をさせていただいております。 

  これは、大きく生涯学習から切り込んでおるんですけども、実際の話はまちづくりのほうと関

連してきているのかなと思います。 

  皆さん、このスマートウエルネスシティというお言葉を聞いたことがあるかどうかわかりませ

んけども、自分が一番最初に目にしたのは、阪南市の広報でこれに取り組んでおるということを

目にしました。よくよく見てみると、なるほどというようなことでしたので、岬町もどうかなと

思ってここに質問させていただいております。 

  スマートウエルネスシティというのは、少子高齢化、人口減少が急速に進む中、高齢になって

も地域で元気に暮らせる社会を実現するためにも健康で幸せづくりの支援をすること。まちづく

りのほうから、健康で幸せづくりを担っていこうということです。 

  私たちの会派健寿会というのも、健康で長寿の高齢者が岬町には多く、そこが魅力である、そ

れが売り物であるということで名前をつけさせていただいて健寿会としておるんですけども、そ

の考え方と物すごくマッチするところがありまして、岬町の高齢者、先ほどの質問でもあったん
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ですけども、平成２７年７月で６５歳以上の人口が５，７９１人、これだけおられると聞いてお

ります。 

  この方々に健康で過ごしてもらうためのまちづくりをしませんかといったスマートウエルネス

シティ制度ですけども、大阪府下で、高石市、田尻町、それと阪南市の３市町がもう既に導入し

て取り組んでおられるといったこともありますし、また、阪南市でいったら、隣町のことですの

でぜひ参考にしていただいて、まちづくりの時点から健康で過ごせるように、歩けるまちという

んですか、歩けてしまうまちづくりということを生涯学習のところから切り込んで申しわけない

んですけども、健康で元気に過ごすことは社会貢献であるという考えのものです。 

  実際に、６５歳以上の方々が健康で過ごすことで、医療費が１万円ずつ抑制されると年間で５，

７９１万円削減されるわけであって、１人１万円ずつの話でありますけども、５，７００万円と

いったら、それこそバスの補助金を超える額ですので、その１万円ずつ医療費が抑制されること

によってもっと魅力ある事業にお金を突っ込めるのじゃないか。 

  ある大学のデータによりますと、健康で過ごすことによって医療費、役場が補助するほうの医

療費補助が３万５，０００円、介護費用においては同じく３万５，０００円、両方で７万円の削

減ができるのだというデータも出ておるらしいんです。それを５，７９１万円掛けますと、４億

円とかという程度になってくるんです。そしたら、そのお金を別にまちづくりに使えるのではな

いかといった提案になってくると思うんです。 

  いろいろ生涯学習って教育委員会のところですけども、そうではなしに、各課連携して縦割り

じゃなしに全体でこういう構想がありますので、ぜひ、もうできたものでありますので、導入を

検討していただきたいなと、このように思うんですけども、通告しておりますので、どのように

考えられたのか答弁をいただきたいなと思います。 

○道工晴久議長 西企画政策監。 

○西企画政策監 健康で心豊かに人生を送ることは誰もの希望であり、少子高齢化に伴い伸び続け

る社会保障費への対策という観点から見れば、健康で幸せであるということは、それ自体が社会

貢献と言え、個人と社会の双方にとってもメリット、生きがい、豊かな生活、医療費の抑制があ

ります。 

  そのためには、一人ひとりが将来を見据え、夢や生きがいを持ち、社会とのつながりを保ちな

がら日常の身体活動を増加させることが重要となってまいります。 

  スマートウエルネスシティは、このような観点から体の健康だけでなく、生きがいを持って生

活できる状況を健幸と定義して、歩くことを基本としたまちづくりを通じて、その実現を目指す
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というもので、大阪府内では、議員ご紹介いただきました高石市、阪南市、河内長野市、田尻町

がスマートウエルネスシティ首長研究会に加入し、活動が行われております。 

  岬町でも、健康運動教室、介護予防教室、ノルディックウオークなどを開催し、住民が健康な

状態で長生きするための予防医療の推進を図っているところです。 

  少子高齢化の進行の中で、健康上の問題がない状態で日常生活を送れる期間である健康寿命を

伸ばしていくということは、国が目指す総合戦略のポイントの一つと認識しており、本町が策定

する総合戦略の中でも検討してまいりたいと考えております。 

○道工晴久議長 竹原伸晃君。 

○竹原伸晃議員 政策監の答弁のとおり、健康であることがこれからの町の発展にもかかわってく

るということで、総合戦略にぜひ組み入れていただいて、健康寿命を伸ばしていくための施策を

考えていただきたいなと、このように思っております。 

  生涯学習のところから切り込んでおるんですけども、岬町の生涯学習に参加している人たちの

割合というのは、ほかの市町村に比べたらかなり高いと思われます。体育協会なり文化協会、一

生懸命活動している方が多い地域でもありますし、そういう方たちをリーダーとして、まだ参加

されていない方、また、これから参加するであろう方にどんどんと生涯学習を通じて引っ張って

いただければと思いますので、教育委員会のほうにもいろいろお願いしたいなとこのように思っ

ております。 

  関連しまして、次の質問です。 

  伝統文化の継承についてといった質問ですが、先週末の話なんですけども、私が参画している

岬町商工会青年部事業で「夕陽を見る会」というのを実施し、その中で盆踊り大会を開催させて

いただいて、淡輪の盆踊りと深日の盆踊りを踊っていただきました。 

  また、ここに至るまで、多奈川小学校でされているサマーフェスタにおいて、小学校で行われ

ていた港東の盆踊りと西畑地区の盆踊りと小島地区の盆踊り、その三つを見させていただきまし

たし、また、８月半ばの日曜日に孝子地区で行われておる盆踊り大会にもちょっと顔を出させて

いただいて、独特な盆踊りを見させていただきました。 

  岬町というこれだけのまちですけども、こんなにもいろいろな盆踊りがあるのだなというのに

改めて驚きましたし、また、この踊りを引き継いでいかなければならないという使命感も生まれ

ました。 

  また、次の考えでは、この伝統文化、盆踊りに限らずですけど、いろいろある盆踊りを、岬町

の売りにできないであろうかとも思いました。というのは、１地域で何種類もの盆踊りがあると
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ころなのて他にないのではないか。いろいろな文献を調べますと、泉佐野には佐野くどき、貝塚

にも貝塚の盆踊りがいろいろあるんですけど、岬町ほどバラエティーに富んだ、こんな盆踊りが

見られるところは他にない。これを観光資源にできないであろうかという思いも生まれてきまし

た。 

  そこで、私の要望としまして、今度、予定されている淡輪地区にできる道の駅みさきにおきま

して、この伝統文化が継承できるような取り組みというのができないか。盆踊りにしても、秋ま

つりのやぐらにしても、また、いろいろな文化教室にしても、道の駅を中心に取り組む場所がで

きないであろうかというのをお願いしたいなと思います。 

  ここに岬町総合計画というのがあるんですけども、淡輪公民館の老朽化、また文化センターの

老朽化というのが課題であるとも書かれておりますので、せっかくできる道の駅を使っていただ

けたらなと、このように思うんですけども。 

  伝統文化の継承についてというところから切り込んでるんですけども、どのように考えておら

れるのか、一度答弁していただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○道工晴久議長 廣田教育次長。 

○廣田教育次長 本町でこれまで受け継がれている伝統文化、とりわけ有名なものに、議員がおっ

しゃられるように、盆踊り、そして祭りなどがあります。 

  盆踊りについては、ご紹介いただいたように、淡輪小学校では毎年地元ボランティアが小学生

を対象に体験教室を実施し、８月の盆踊りに向けて、子どもたちに盆踊りを教えることにより文

化を継承しています。 

  また、多奈川小学校でも、ご紹介いただきましたように、毎年、サマーフェスタで、地元各地

区の盆踊りを披露することで子どもたちに文化を残そうとしています。 

  そして、深日地区、孝子地区におきましても、地元で工夫を凝らして、祭りを盛り上げること

で盆踊りの伝承に努めております。 

  しかし、本町では、少子高齢化による人口減少の影響で、盆踊りや祭りなどの参加者が減少し、

昔から伝わる文化が消滅しつつあることも危惧されます。 

  本町として、また、生涯学習の観点からも、伝統文化的なイベント、行事について、住民の皆

様の主導によりまちの魅力の再発見、岬を訪れる方々のまちへの魅力の発信へとつなげていくこ

とが大切であると感じています。 

  今後、道の駅等を活用しての文化の発信につきましては、じっくり検討してまいりたいと思い

ます。 
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○道工晴久議長 竹原伸晃君。 

○竹原伸晃議員 形はありませんども、無形の文化遺産というものを大切にし、また魅力の一つと

して取り組んでいただくと、それをお願いして、この質問を終わります。 

  続いて、スポーツを含め、子どもの遊びも含め、現在の運動広場、児童公園等の利用状態を確

認したいと思います。 

  また、今後の整備計画についても、どのように整備される計画があるのか、一度お聞きしたい

と思います。 

○道工晴久議長 西企画政策監。 

○西企画政策監 それでは、私のほうから、いきいきパークみさきの広場の利用状況について、ご

報告をさせていただきます。 

  いきいきパークみさきは、昨年３月にオープンいたしまして、住民の皆様に健康増進と憩いの

空間としてご利用いただいているところです。 

  利用状況が把握できます野球広場、多目的広場の利用状況を報告させていただきますと、平成

２６年度、野球広場の利用件数が６５件、利用人数が２，９０３人。多目的広場の利用件数が３

４件、利用人数が４，８４０人。合計で、利用件数が９９件、利用人数が７，７４３人となって

おります。 

  また、本年度は８月末までの状況ですが、野球広場の利用件数が４８件、利用人数が１，７５

７人。多目的広場の利用件数が１６件、利用人数が２，２４０人。合計で、利用件数が６４件、

利用人数が３，９９７名となっております。 

  野球広場につきましては、週末、休日はほとんど利用予定が入っており、キャンセル待ちをい

ただいている状況となっております。 

  いきいきパークみさきの広場につきましては、町内の団体だけでなく、大阪市内の団体からも

利用申し込みが行われ、大阪府総合体育大会中央大会のソフトボール会場、全日本総合男子ソフ

トボール選手権大会の大阪府予選会場、少年少女サッカーの大阪府予選会場として利用されるな

ど、交流人口の拡大にも貢献させていただいているところです。 

  今後のいきいきパークみさきの整備の計画ですが、既に議会へもパース図等で報告をさせてい

ただいておりますとおり、公園内に仮置きを行っている第二阪和国道建設発生土を移動している

実りの森につきましては、近畿地方整備局浪速国道事務所が公園機能の回復を行い、また、野球

広場の横の第二阪和国道建設発生土の仮置き地につきましては土砂の撤去を町が広場の整備を行

う計画をいたしております。 
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○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 続きまして、しあわせ創造部では児童遊園、広場も含めて所管をしてお

ります。 

  本町の児童遊園数は５３カ所ございまして、草刈り等の管理は自治区にお願いをしているとこ

ろでございます。 

  また、誰でも、いつでも利用できますことから、その活用状況につきましては把握はできてご

ざいませんが、一定活用されている公園もあれば、そうでないような公園もあると認識している

ところでございます。 

  また、淡輪１６区の第二阪和国道の高架下の広場につきましては、延伸に当たって地元の要望

を受けて国が整備をしたもので、主に高齢者の憩いの場として活用されております。 

  管理につきましては、町が国の占用許可を受けまして、町と自治区の協定に基づきまして、管

理は自治区が行っているというところでございます。 

○道工晴久議長 廣田教育次長。 

○廣田教育次長 教育委員会のほうからは、生涯学習課の所管する運動広場等について、利用状況、

管理状況についてご説明させていただきます。 

  初めに、灰吹池運動広場ですが、平成２６年度の年間利用者数が８，７１８人、平成２５年度

が８，０３４人ですので、増加傾向にあります。主な利用者は、生涯学習課関係団体で、一般の

利用は平成２６年度で約３００人、平成２５年度は約３０人で、一般には利用は余りされており

ません。維持管理についてですが、草刈りを、岬ＪＦＣスポーツ少年団サッカーチームと生涯学

習課でそれぞれ年１回程度行っております。 

  続きまして、淡輪青少年運動広場ですが、平成２６年度の年間利用者数は１万２５６人、生涯

学習課関係団体が１万２３１人です。平成２５年度が１万９，６５１人で、生涯学習課関係団体

のみの利用でした。一般利用はほとんどない状況です。維持管理につきましては、淡輪グラウン

ドゴルフ愛好会に依頼をして、桜の木の消毒を年２回、また草刈りを年１回行っております。 

  岬町立テニスコートについてですが、平成２６年度の年間利用者数は１，６３０人、平成２５

年度が２，３７１人で、体育協会が主な利用団体です。テニスコートは、平成２６年度に人工芝

生化を行っております。維持管理についてですが、テニスコート横の駐車場の草刈りを年１回、

テニス協会に行っていただいております。 

  このように、生涯学習課が所管する運動広場等につきましては、生涯学習課関係団体が主に利

用している状況にあります。 
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○道工晴久議長 竹原伸晃君。 

○竹原伸晃議員 先ほど運動広場の状態並びに整備計画についてお聞きしました。 

  私が申し上げたいのは、管理等々にかなり苦労をしていただいているのではないかという話で

す。先ほど古橋部長から、児童公園の管理は自治区にお願いしているといった中、児童公園に遊

んでいる子どもが何人いてるのかという話が昔はよくされていたけども、現在となっては児童公

園で遊ぶ子どもが少なくなってきているのではないかと思われます。 

  また、草刈りにおいても、自治区長を筆頭に、役員さんにご苦労をかけているなと思いますの

で、今後、できる公園においては、何か手を打っていただきたいなと思って質問をさせていただ

いております。 

  先ほど、灰吹池グラウンドと淡輪青少年グラウンド、テニスコートの話を聞きましたけども、

使用している団体さんが主となって管理をすることによって、管理費用というのは皆目かかって

いないのでないかというように思います。 

  また、いきいきパークで今度、大きな公園ができるといった計画がある中で、やはりそのまま

で公園としてオープンするのであったら、誰かが維持管理をしなければならないところがかなり

費用がかかってくるのではないか。 

  多目的公園の中なので、管理基金がかなりあるとは思うんですけど、そうではなく、青少年グ

ラウンドのように、主に使う方が維持管理をしていただけるというのが理想ではありますので、

一度、そういう広場を整備するのであれば、使う人ないかということを、まず主に使う人と協議

をしながら公園建設をしたらどうかと思います。 

  いろいろ聞きますと、多目的の公園になるとも聞いていますけども、いろいろな目的で使える

公園もいいかもわかりませんけども、そうじゃなしに、目的を絞った、これはグラウンドゴルフ

だけの公園ですよとか、これは野球をするためだけの公園ですよとかというように、そこの協議

する人たちとお話をして、何とか維持管理費を抑えるように持っていっていただけたらなと思い

ます。 

  また、先ほども古橋部長からありましたけども、第二阪和の橋桁の下の公園におきましても、

地元の自治区さんで管理をしているというお話も聞いておりますし、また、孝子地区に第二阪和

国道を建設しているその近辺にも、もし広場なり公園なりができるのであれば、それも地元の

方々、もしくは使われる予定である人たちと協議をしていい広場にしてほしいな、このように思

っております。 

  とにかく、自治区の人たちが草刈りをしている姿を見ていると忍びないところがありますので、
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そういうことをできるだけ軽減できるようにお願いしたいなと、このように思っております。 

  残り時間が短くなってきておりますが、最後の質問に移らせていただきます。岬町の魅力と課

題についてということで、ざくっと質問させていただきます。 

  岬町の魅力を発信する手段についてというのと、岬町の課題に取り組む手段についてとしてお

りますけども、私自身、岬町にどっぷりと浸かっておる人間でして、学生のころ２年間ほど神戸

市のほうで住んでいたことはあるんですけども、岬町以外から余り岬町を見たことがないといっ

た中、自分がそこにいましたら魅力等々もやはり見えにくくなっているのではないかと思いまし

て、今回、この間の６月議会で種村副町長専任に賛成をさせていただいて、７月１日から就任し

ていただいております。 

  また、種村副町長に当たっては就任間もないところではございますけども、岬町を外の目から

見れる適任者だと思いますので、どのような魅力があるのか、課題があるのか、一度お話してい

ただければと思います。よろしくお願いします。 

○道工晴久議長 種村副町長。 

○種村副町長 議員言われたとおり、去る６月２６日の議会において副町長への就任についてご同

意いただいた後の私からのご挨拶の中で申し上げたとおり、その２日後に開催をされた深日港フ

ェスティバルに参加をさせていただきまして、その賑わいと青い空、それを映す海の青さに感動

したところでございます。 

  副町長に就任して約２カ月の間、町内の主要な施設を視察させていただくとともに、町内外の

さまざまな関係者と会合その他で岬町の地方創生について意見交換の場を持ってまいりました。 

  その中で感じた岬町の魅力といたしましては、大阪市内から１時間以内の距離にありながら、

美しい海を初めとした自然が豊かなこと、その資源を生かし老若男女問わず遊園地、ゴルフ、マ

リンレジャー、サイクリング、トレッキング等、さまざまなアクティビティーを気軽に楽しめる

こと。 

  また、大阪湾でとれる新鮮な魚介類など、東京では貴重な新鮮な農水産物を手軽に味わえると

ころも大きな魅力だと思っております。 

  そして、何より町民の皆様の気質が穏やかで親しみやすく、大変住みよいまちだと感じておる

次第でございます。 

  このような岬町が持つ豊かな資源は、都会生活とは異なるライフスタイルを求める方にとって

大きな魅力であり、また、この資源を生かせばまちに活力をもたらすようなさまざまな新規事業

の展開が可能だと思われますので、今後、いかに具体的な成果に結びつけていくかは課題である
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と考えてございます。 

  このため、今後、岬町まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議において策定する総合戦略を

踏まえて、町の魅力のさらなる強化や戦略的な情報発信、地域資源を生かした創業支援等に取り

組むことで、岬町に住みたい、あるいは岬町で事業を興したいと考える方を一人でも多く増やし

て、定住人口、交流人口の維持拡大や新規事業の創出などによる町の活性化に取り組んでまいり

たいと考えてございます。 

○道工晴久議長 竹原伸晃君。 

○竹原伸晃議員 私は、今まで空は青いものだと、海も青いものだと単純に思っていたのですけど

も、そうではないのかな、やはり、そういう魅力というのがあるのだなと思って再認識させてい

ただきました。 

  町民の気質というところにも触れていただいて、親しみやすいと言っていただいておりますの

で、何となくうれしい気持ちにはなっているんですけども、これから岬町が定住人口、交流人口

を増やしていくために、総合戦略というところに一生懸命取り組んでいただくというお話も聞い

て、任期が２年と聞いておりますので、何とか前倒し前倒しでどんどんと進めていっていただけ

ればなと、このように思います。 

  残り時間が少ないんですけども、私の課題に向けた取り組みの一つを紹介させていただきたい

なと思います。 

  取り組みというんですか、田代町長はずっと普段からフェリー航路ということで、大阪湾南回

りルートの確立やということをお聞きしておりまして、その件について、一つ意見を言わせてい

ただきたいなと思ったことがあります。 

  と言いますのは、つい先日の日曜日に、りんくうタウンの駅に行きましたところ、何と中国人

観光客が多いことよということにびっくりしました。普段岬町にいるから気づかなかっただけか

わかりませんけども、関空も物すごく賑っていて、乗るバスがないというぐらい中国のほうから

観光客が来ているというのを目の当たりにというんですか、肌で感じて、物すごく賑やかなので

すね。 

  この人たちがどこに行くのかということをお聞きしますと、大阪に着いたので東京のほうへ行

きますとお聞きをしました。また、横を見ると、東京のほうから大阪へ来てまた帰る人があると

いう中、たまたま詳しい中国系の企業の方にお聞きしますと、日本に旅行したい中国人が４，０

００万人ほどもいてるんやということで、順番待ちで日本に来たいのを待っているという話を聞

きました。 
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  また、大多数のツアーの人は東京と大阪の間をツアーするんやけども、中に個人旅行者という

のは、とりあえず日本に来るだけ来て後は野となれ山となれ、どこへ行こうがいいのであるとい

った方も何百万人といるらしいんです。その方を岬町に取り込むことに岬町の生き返りが見えて

くるのじゃないかなと、そう感じました。 

  先ほど、副町長のほうから自然が豊かということと、また岬町の中で活動できるところもある

ということをもっとアピールして、航路も復活して、何とかそこの人たちを岬町に持ってくるた

めにいろいろと戦略を練っていただきたいなと、このように思っております。 

  深日港のイベントもそうですし、この間の神戸のクルーズもそうですし、大阪湾というのを魅

力とも考えておりますので、ぜひ、これからも一生懸命取り組んでいただきたいなと、このよう

に思いました。 

  答弁なかったら、これで終わらせていただきますが、よろしいですか。 

○道工晴久議長 町長、田代 堯君。 

○田代町長 いろいろと岬町のこれからのビジョン、そういったものについて竹原議員さんの考え

方なりを披瀝していただきました。 

  また、種村副町長の意見につきましても、外から見た感じの岬町、また、岬町に住んでいる状

況の中での岬町、いろいろ見方はあるかと思うんですが、先ほど外国の観光客の話もありました

とおり、いかに外国のお客を我々岬町に引っ張ってくるかというのは、当初から私申し上げてお

ります、関空から来たお客さんは恐らく、それが悪いんじゃないんですけども、北方面が主流に

なって、観光客が流れているというのが現状でなかろうかと思っています。 

  それをこちらへ受けるには受け皿というのが大事であって、それで、先般、議会の皆様方のお

力を借りて岬町観光協会を立ち上げました。近々に、来年の当初には恐らく深日港に観光案内所

が設置されると、このように思っております。 

  そんな中で、いよいよ受け皿ができたと私は思います。今まで６年間、皆さん方と一緒に地道

にやってきた、そのあかしが私は見えてくるのではないか。それは、やはり第二阪和、１年遅れ

ましたけども道の駅の建設、さらには、みなとオアシスみさきの建設、そういった、これからの

時代にマッチングした、やはりまちづくりをやっていかなきゃならないと、このように思ってお

ります。 

  今、議員さんおっしゃるような、いろんな地域の観光、また盆踊り等の話とか、いろいろ地域

の文化、そういったものも含めて、しっかりと皆さん方と相談をしながらこれからのまちづくり

に頑張っていきたいと、このように思っております。 
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○道工晴久議長 竹原伸晃君。 

○竹原伸晃議員 町長のぶれない話をお聞きいたしまして、これからも私は私なりの情報をまた持

っていかせていただこうと思いますので、ぜひ、議会と行政と両輪のごとく事業を進めていって

いただけたらなと思います。 

  これにて私の一般質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○道工晴久議長 以上で、竹原伸晃君の質問が終わりました。 

  次に、小川日出夫君。 

○小川日出夫議員 議長の許可をいただきましたので、一般質問を行います。 

  初めに、地方創生とはどのような事業であるか、わかりやすく簡単に説明をお願いいたします。 

○道工晴久議長 種村副町長。 

○種村副町長 昨今の地方行政の大きな課題である地方創生、その内容について改めて説明をとい

うことかと思います。 

  ご質問の地方創生を推進するための体制として、国は昨年９月にまち・ひと・しごと創生本部

を設置し、同１１月にまち・ひと・しごと創生法を制定しております。 

  このまち・ひと・しごと創生法の第１条におきまして、我が国における急速な少子高齢化の進

展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正

し、それぞれの地域で住まいや環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を実施してい

くためには、国民一人ひとりが夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことがで

きる地域社会の形成、地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保、及び地域における魅力ある

多様な就業機会の創出、これを一体的に推進すること、これがまち・ひと・しごと創生であると

いうようにされておりますので、これを地方創生として理解をいただくのが適当かと考えてござ

います。 

○道工晴久議長 小川日出夫君。 

○小川日出夫議員 続いて、地方創生の目的をお伺いしたかったのですが、おおむね先ほどの答弁

で目的もおっしゃられたように思いますので割愛させていただきます。 

  次に、地方創生の実現をするために、今後の計画及び具体的な施策についてお尋ねいたします。 

  この事業を成功させるために、どのように実行していくのか答弁お願いいたします。 

○道工晴久議長 種村副町長。 

○種村副町長 まず、岬町の現状に少し触れさせていただきますと、昭和５５年にピークの人口を

迎えまして、その後、人口の減少、少子高齢化が続いております。 
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  近年の岬町の合計特殊出生率は大阪府内の他市町村と比べても低く、日本創生会議の推計方法

に準拠して将来のまちの人口等推計しますと、２０４０年に人口が約１万人にまで減少し、高齢

化率は４５．３％に達するという結果となっております。 

  さらに、この推計によりますと、２０１０年から２０４０年までの３０年間の２０歳から３０

歳の女性の人口の減少率はマイナス５６．５％というようになりまして、将来的に消滅が危ぶま

れる消滅可能性都市に分類されることとなります。 

  このため、町の課題を的確に把握、分析をしまして、地域資源を生かした地方創生の取り組み

を進め、岬町への新たな人の流れを呼び込むことで人口減少、少子高齢化の流れに歯止めをかけ

まして、交流人口、定住人口の維持拡大と地域の活力の増大化、好循環で繰り返されるような状

態を実現することが期待されます。 

  お問い合わせの地方創生のための具体的な施策内容につきましては、先ほど申し上げましたと

おり、現在、岬町まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議で議論しているところでございます

けれども、その方向性といたしましては、産業育成、創業支援などにより岬町での就職の希望を

かなえる施策。それから、まちの魅力づくりと戦略的な情報発信を行う施策。結婚、出産、子育

てにかかる切れ目ない支援により少子化を克服する施策。地域力、住民力を生かして誰もが安全、

安心して暮らせるまちを構築するための施策など、行政のあらゆる分野の施策を総動員しまして

交流人口、定住人口の拡大、まちの活性化につなげていくことが必要だと考えております。 

  なお、これらの施策を推進するに当たりましては、各施策に対応した数値目標を設定し、毎年

度末にその成果を検証しまして、その結果をさらに次年度以降の施策に生かしていくというＰＤ

ＣＡサイクルを機能させるとともに、現在、国が検討している新型交付金、これを初めとした各

種の支援施策を最大限活用しまして、町の負担を可能な限り抑制をしつつ、最大の成果を上げる

ことを目標に目指していきたいと考えてございます。 

○道工晴久議長 小川日出夫君。 

○小川日出夫議員 続いて、地方創生を実現するために、そのためには町長、副町長が頑張るだけ

では実現できるものではないと考えております。必ず優秀な職員が必要だと思います。職員の採

用及び育成については、どのようにお考えなのか。また、構成メンバーはどのようにお考えなの

かお尋ねいたしたいと思います。 

○道工晴久議長 保井まちづくり戦略室長。 

○保井まちづくり戦略室長 まず、職員の採用につきましては、筆記試験、適性試験、面接試験を

実施しております。試験での成績もさることながら、このまちを再生する熱い職員集団の一翼を
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担えるように岬町への興味をどの程度持っているのか、どの程度町に関心があるのかも重要な事

項であると考えております。 

  さらに、業務の取り組みにおいて、思いどおりにいかない場合での課題の解決に向けて粘り強

く業務に取り組む気概があるのか、チームとして最大の成果を発揮するために自分をささげる意

識があるのか、これらも重要な要素でございます。 

  採用につきましては、公衆への奉仕者としてまちの将来を担える人材の確保に努めていく考え

でございます。 

  次に、職員の採用後には、職員の育成に向けて集合研修を実施し、配属された職場においても

仕事を通じた職場研修を実施し、職員の育成に努めているところです。 

  集合研修をオフ・ザ・ジョブ・トレーニング、職場研修をオン・ザ・ジョブ・トレーニングに

区別して、計画的に研修を実施しております。 

  特に、オフ・ザ・ジョブ・トレーニングでは、大阪府の研修機関であるマッセＯＳＡＫＡや忠

岡町、熊取町、田尻町、岬町の４町で組織する泉州地域地方自治講究会の研修に職員を派遣し、

他の自治体の職員と合同で受講することで、職員みずからがスキルアップに気づき、みずからの

能力を高める意識を持つ機会にしております。 

  地方公務員法では、職員にはその勤務能率の発揮及び増進のため、研修を受ける機会を与える

こととなっておりますので、新人職員に限らず中堅職員、ベテラン職員においても新しいスキル

が得られるように研修を実施しているところです。 

  地方創生の構成メンバーにつきましては、今後、策定を行う総合戦略の中で、住民を初め、産

業界、関係行政機関、教育機関、金融機関、労働機関、メディアの、いわゆる産官学金労言の幅

広い意見を伺うなど、多様な人々が参画した会議を調整する姿勢に、職員には欠かせないものと

考えております。 

  本町では、地方創生に限らず、他の分野におきましても職員が懸案事項の解決に尽力している

ところであります。 

  地方創生を担う職員の構成はまちづくり戦略室だけでなく、作業部会メンバーを広く職員から

募集し、若手職員９名、女性職員６名で開催し、あらゆる角度から地方創生に取り組んでいると

ころです。 

  このように、幅広い見識を備えた職員を育成し、地域の活性化を進めていきたいと考えており

ます。 

○道工晴久議長 小川日出夫君。 
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○小川日出夫議員 答弁ありがとうございます。 

  今は、そしたら９名と６名で地方創生事業を行っていると、そういう解釈でよろしいですね。 

○西地方創生企画政策監 作業部会メンバーです。 

○道工晴久議長 小川日出夫君。 

○小川日出夫議員 地方創生事業を実現するために種村副町長にリーダーシップをとっていただき、

また、大切な税金を投入して優秀な職員を配置し、必ずこの事業の成功に導いていただきたいと

思います。 

  そして、住民が少しでも負担の少ない生活ができるようなまちづくりに、より一層のご努力を

切にお願いいたしまして、私の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

○道工晴久議長 小川日出夫君の質問が終わりました。 

  あと２名ございますが、暫時休憩をしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○道工晴久議長 異議なしと認めます。 

  それでは、暫時休憩いたします。 

  ２時３０分から再開いたします。 

（午後 ２時１０分 休憩） 

 

（午後 ２時３０分 再開） 

○道工晴久議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次の一般質問、松尾 匡君。 

○松尾 匡議員 ただいま議長からご指名いただきました松尾です。 

  それでは、通告どおり一般質問をさせていただきたいと思います。よろしくお願い申し上げま

す。 

  まず、１番として、特別なニーズ、支援を必要とする子どもに対する支援についてということ

で、今日も何度か出てきましたけれども、人口のピークであった岬町、昭和５３年から減少が続

き、１万６，５００人ほどとなり、高齢化率は約３５％になった岬町。今後の町の発展に若い世

代の人口増加が望まれる中、残念ながら岬町には関西電力火力発電所があったおかげか、そのせ

いか、発電所の火が消えてからというもの、ほかに特化した産業や特産物など、仕事や雇用を発

生させられるものがないために若い世代が町外へ流出し、まちの衰退に歯止めがきかない状態で

す。 
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  出生率を見れば、まだそんなに昔ではない１５年前の１８３人と比べれば、２年前の２０１３

年時点では７２人と、６０％以上も減少し、遠い未来はおろか、近い将来、岬町の存続が危ぶま

れることがわかる、とても深刻な状況となっております。 

  そんな中、我が岬町に少ないながらも生まれてくる子どもたちは本当に貴重な宝ではないでし

ょうか。そんな貴重な子どもたちを町として生まれてから成人になるまで、どのように見守り、

どれだけのフォローがあり、どんな支援をしているのかを質問したいと思います。 

  まずは、乳幼児健診について、いつの時期に行っているのか。また、それぞれの受診率を聞か

せていただきたいと思います。よろしくお願い申し上げます。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 乳幼児健診は、発育、発達や栄養状態の確認、また予防接種の時期や種

類の確認などについてチェックする重要な健診でございます。 

  本町におきましては、母子保健法に基づきまして、保健センターにおいて４カ月児健診、１歳

６カ月児健診、３歳６カ月児健診、また生後１カ月の乳児一般健診、１０カ月の乳児後期健診は

医療機関への委託により実施をいたしております。 

  ４カ月児健診が６回実施をしまして９５．５％の受診率、１歳６カ月児健診は４回を実施して

１００％、３歳６カ月児健診は４回実施をして９７．３％となっております。また、乳児一般健

診は６２名、乳児後期健診は６７名が受診をされております。 

○道工晴久議長 松尾 匡君。 

○松尾 匡議員 その中で、特に何らかの障がいや課題を持ち、支援が必要と思われる子どもの率

がわかるようでしたら教えていただきたいのと、そのような子どもに対する、その後のフォロー

というのはどのようにしているのかをお聞きしたいと思います。よろしくお願い申し上げます。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 乳幼児健診等において、何らかのフォローが必要と思われるフォローの

出現率でございますが、４カ月児健診で４１．２％、１歳６カ月児健診６１．６％、３歳６カ月

児健診が４２．２％となってございます。 

  ただし、このフォロー率につきましては、保護者のちょっとした不安や心配事がある方も含ん

でございますので高い数値となっておりますので、ご理解をいただきたいと思います。 

  なお、フォローが必要と思われる子どもさんにつきましては、子どもの状態に応じて適宜必要

な支援につながっていくよう、助言等を行っているところでございます。 

○道工晴久議長 松尾 匡君。 
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○松尾 匡議員 その何らかの障がいや課題を持って、支援が必要と思われる子どもを受け入れる

施設やプログラムなど、岬町にはどのような社会資源があるのかをお聞きしたいのと、また、そ

れぞれの社会資源の目的や機能、実際に行われているプログラムなども具体的に教えていただけ

ればと思います。よろしくお願いします。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 子どもの発達、発育を確認する乳幼児健診では、まず、スクリーニング

基準を用いて標準的な発育、発達に達していないときは、先ほども申し上げましたとおり、個々

の状況に応じた支援を行っております。 

  例えば、体重の伸びが悪いときには、保健センターで実施している乳幼児相談での体重測定と

か、保健師あるいは栄養士による助言指導を。 

  また、１歳６カ月で意味のある言葉が出てこないときは発達相談による発達検査、また小児科

医の診察所見で経過観察が必要な場合は、小児科医による発達クリニックといったように、保護

者の心配事や育てにくさや、また、しんどさも受けとめながら適切な相談や検査を進めるなど、

フォローに努めているところでございます。 

  しあわせ創造部におけます支援が必要と思われます子どもへの支援といたしましては、まず、

子どもは遊びが大変大事でございますので、集団で遊びを通じて発達を支援することを目的とし

て、保育士、保健師及び発達相談員による幼児教室プチトマトを月１回、健康ふれあいセンター

で実施をしております。平成２６年度では、参加児童数が２４人、親子で延べ２９８人が参加を

されております。 

  プチトマトでは、毎回、保育士が遊びのプログラムを作成し、その遊びの中で親の子どもへの

かかわり方など、個々の助言を行っております。 

  また、親との連絡ノートにより、家庭での状況や心配事なども共有しながら、コメント等によ

り助言等を行っているところでございます。 

  次に、プチトマトに参加している親子とか、発達検査や相談から、例えばプチトマトのように

月１回ではなく、頻度を多くしたほうがよいなど、早期に療育を始めるほうが適切であると思わ

れる子どもさんにはパンダ教室をご案内いたしております。 

  パンダ教室は定員が１０名でございまして、こぐま園で週１回実施をしており、小集団での親

子遊びの経験、保護者に対して日常生活上の指導や助言を行い、早期療育に重点を置いた教室で、

平成２６年度のパンダ教室の参加児童数は１０名、親子で延べ３７０人の利用があったところで

ございます。 
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  また、精神や運動発達面で発達相談や医師の意見などにより、障がいの疑いがあるときなどに

は、心身の障がいの程度に応じて通園して日常生活に必要な指導、訓練を行い、保護者と協力を

して心身の育成を助長するための施設であるこぐま園をご案内しております。 

  こぐま園では毎日通園することにより理学療法士、作業療法士、言語聴覚士などの機能訓練を

受けながら日常生活の中で療育的な保育を行っております。 

  また、定期的に発達検査や相談も行っており、平成２６年度では２名の子どもさん、延べ３３

５人の利用があったところでございます。 

  このように、子どもの状況に応じた支援を案内しておりますが、あくまでも保護者の意思を尊

重して、あるときは何度も話し合いを持ちながら進めているということをご理解いただきたいと

思います。 

  また、保育所においては、障がい児保育として障がい児を受け入れており、子どもの状況に応

じて保育士を加配することにより、集団で保育をしているところでございます。 

○道工晴久議長 松尾 匡君。 

○松尾 匡議員 それでは、幼稚園や小学校、中学校といったところ、それ以降も含めてですけれ

ども、そういうところで何らかの障がいや課題を持って特別な支援が必要と思われる子どもに対

して、何らかのサポートがあるかどうか。あれば、具体的にどのようにサポートをしているのか、

教えていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○道工晴久議長 廣田教育次長。 

○廣田教育次長 教育委員会では、就学前から小・中学校への途切れない支援の継続を目指し、し

あわせ創造部と連携しながら、岬町支援教育担当者会を年６回開催しています。 

  子育て支援センターや保健センター、保育所、幼稚園、小・中学校、スクールカウンセラーな

どが参加し、本町の支援教育のあり方の検討や情報共有、研修などを行っています。 

  また、個別の教育支援計画である、すこやかファイルの意義や作成についても共通理解を図り、

適切な活用に努めています。 

  すこやかファイルとは、年齢ごとにその子の課題を整理し、その時点での課題に対してどのよ

うなサポートを受けて、どのように成長してきたのかを丁寧に書きとめ、次へのサポートにつな

げるためのものです。就学前から小・中学校、高等学校、大学などへと、その子のライフステー

ジにあわせて引き継ぐことのできる全国的にも通用するファイルとなります。 

  また、このファイルの作成時期については、保護者の了解が得られた後、保健師や保育士、教

員などが保護者とともに策定していくものですので、個々の状況により、その作成時期は異なり
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ます。このファイルの活用によるより早い時期からのサポートにつながるよう、しあわせ創造部

との連携を一層推進してまいります。 

  支援を必要とする子どもたちが幼稚園や保育所などから小学校へ就学する際、また、小学校か

ら中学校へ就学する際には、保護者の方の同意のもと、より専門性を有しているメンバーで構成

するリーディングチームが学校・園・保育所を訪問して、支援の方向や内容についての話し合い

を重ねています。 

  その後の具体的な就学先の方向性につきましては、より専門性の高いドクターや進学校の教員

なども出席する泉南郡合同の就学支援委員会において、リーディングチームの意見をもとにしな

がらその子にとってよりよい就学先が提案されます。 

  小・中学校に現在、在席している子どもたちへの支援につきましては、主に四つの支援方策が

あります。 

  一つ目の方策は、泉南郡合同の就学支援委員会を経て提案される各小・中学校の支援学級です。

短期的、長期的な目標を持った支援を行うことができます。 

  二つ目の支援は、通級指導教室です。週に二、三時間程度通級します。 

  三つ目の支援は、支援教育介助員の配置です。小・中学校に加え、公立幼稚園でも配置されて

います。 

  四つ目の支援は、各学校・園での支援教育の中心となる教員を支援教育コーディネーターとし

て位置づけることです。コーディネーターは学校・園全体の支援教育体制を把握するとともに、

子どもの支援状況から短期的・長期的な目標を作成するなど、子どものよりよい成長を促すため

の取り組みを行っています。 

○道工晴久議長 松尾 匡君。 

○松尾 匡議員 各年代別で何らかの障がいや課題を持ち、特別な支援が必要と思われる子どもに

対して、現在、町として行っているサポートをお答えいただきましたが、その成果としてはいか

がでしょうか、お答えいただけますか。お願いします。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 しあわせ創造部では、プチトマト、パンダ教室、また、こぐま園という、

こういう施設、また教室型の支援を行っております。これらの支援についての成果についてお答

えをさせていただきます。 

  支援を挙げますと個々の状況によって非常に違いますので、一例を挙げて答えさせていただき

たいと思います。 
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  まず、プチトマトでは、参加されている子どもの表情がかたかったのがいい表情を見せるよう

になったり、また、パンダ教室では徐々に自分らしさが出せるようになってきたケース。また、

こぐま園では、言葉が出にくかった子どもが意味のある言葉が素直に出るようになったというケ

ースもございます。 

  特に、こぐま園では、入所式、修了式を毎年行っており、１年間の保育や子どもの発達の様子

などが紹介されるとともに、保育発表で実際の子どもの様子を見学したときにはその成長を肌で

感じ、また、保護者の感想を聞かせていただいたときに、親と子ども、両方の成長を感じる瞬間

でございまして、これこそが成果であるなと考えているところでございます。 

○道工晴久議長 松尾 匡君。 

○松尾 匡議員 それでは、最後に、何らかの障がいや課題を持ち、特別な支援が必要と思われる

子どもに対してお答えいただいた各種支援ですけれども、近隣の市町村のそれらの対応と比べて、

岬町の対応としてはいかがでしょうか。また、どういう評価をされていますでしょうか。よろし

くお願いします。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 就学前の乳幼児期の支援は、主にしあわせ創造部が管轄をしておりまし

て、就学後は教育委員会に引き継ぐことになりますが、他市町村ともかかわりを持つ発達相談員

の話によれば、乳幼児期の支援の状況等も把握できる、先ほど教育委員会からご紹介がありまし

たすこやかファイルによりまして、情報共有がきっちりされているということ。そして、保健、

福祉と教育の連携がうまく機能しており、必要なときはいつでも話し合いの場が持てるなど、切

れ目ない支援につながっていると評価をされているところでございます。 

  今後も、この連携体制を維持強化しながら、一層の支援に努めてまいりたいと考えているとこ

ろでございます。 

○道工晴久議長 松尾 匡君。 

○松尾 匡議員 何らかの障がいや課題を持ち、特別な支援が必要と思われる子どもに対する支援

について、岬町は高い評価を受けているということ、これはすばらしいことだと思います。 

  特に、生まれてくる子どもの数が今後も減り続けることが容易に推測できるまちだからこそ、

そのような子どもが漏れることなくすこやかに育ち、一人でも多く社会で活躍できるようにする

必要性は大きいと思います。 

  また、まちの人口増加施策としても、他市区町村で同じように何らかの障がいや課題を持った

子どもと、子育てに悩む保護者に向けて連携されたきめ細かな質のよい対応により子どもをすこ
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やかに成長させられるまちとして特化することにより、未来が見える、そして、安心して子育て

ができるまちとして広がれば、町外から我がまちへ移り住むようになることも十分見込め、若い

世代の人口が増え、まちの活性化が期待できます。 

  今後の課題として、何らかの障がいや課題を持った子どもが適切な支援を受け始める時期が遅

いか早いかで、後の成長度合いにより差が出ると言われています。それには、保護者の理解が大

きくかかわります。 

  町として、子どもの障がいを受容できない保護者ができるだけ早期に受容し、理解してもらえ

るような環境をつくることが子どもの成長にとって、ひいては、町の成長にとって必要なことな

ので、ぜひ、そのような環境づくりに今後も力を入れていただきたいとお願いしまして、特別な

ニーズ、支援を必要とする子どもに対する支援についての質問を終わりたいと思います。 

  続きまして、道の駅のコンテンツについてですけれども、道の駅みさきについて、住民の方々

からも何を販売するのか、そもそもどんな道の駅になるのかなどという質問が多いので、ここで

質問したいと思います。 

  道の駅は既に全国に多数あり、集客に成功している人気の道の駅から、多額の負債を抱えた機

能していない道の駅も多数存在しているのが現状です。 

  みさきは、その中でも最後発組に当たり、それがゆえに、その中身、内容が注目されるところ

でありますが、道の駅みさきのコンセプトはありますか。あれば、どのようなものか教えていた

だきたいと思います。よろしくお願いします。 

○道工晴久議長 木下都市整備部長。 

○木下都市整備部長 道の駅のコンセプトについてお答えします。 

  本道の駅は、近畿圏では少数派の海に近い道の駅となります。また、岬町の観光レクリエーシ

ョン施設は、海辺や、その周辺の開放的な地域性を生かしたものが多く、しかも、本道の駅は淡

輪ランプ周辺の小高い地形を生かし、海への眺望を特徴とした施設整備が考えられます。 

  さらに、休息機能を有し、ドライバーを守る一方で、防災機能を有し、地域住民を守るといっ

た視点に立った整備が求められております。 

  これらを踏まえ、岬町のかかわり、愛着が深い浜辺をイメージさせ、国道２６号及び第二阪和

国道沿線でドライバー、地域住民を見守り、海への眺望を特徴とすることを的確に表現する対象

として、岬に立つ船の安全を見守る灯台とイメージを重ねたコンセプトを設定したものでござい

ます。 

  以上のことから、平成２５年２月に策定しました（仮称）道の駅みさきの基本計画では、基本
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コンセプトを「みさきの丘の灯台」としてございます。人や車、まちを「見・守り」「導き」

「元気にする」地域活性化拠点の形成を目指すものでございます。 

○道工晴久議長 松尾 匡君。 

○松尾 匡議員 その前に、そもそも、なぜ、今、何のために道の駅をつくる必要があるのか。例

えば原点となるニーズとかシーズなどがあればお聞かせいただきたいのと、先ほどもおっしゃら

れましたけれども、人や車、まちを「見・守り」「導き」「元気にする」地域活性化拠点の形成

を目指すには、防災機能を有すること、海への眺望を売りにすること。岬町の情報発信だけでは

地域の活性化にならないと思います。 

  また、第二阪和国道の供用開始に伴い、まちが通過点になるかもしれない懸念ですけれども、

人を引きつける中身がないと、なかなか道の駅をつくるだけでは到底、払拭されないように思い

ます。 

  その中身ですけれども、一体、誰が誰に、どんなものを提供する道の駅にするのかも教えてい

ただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○道工晴久議長 木下都市整備部長。 

○木下都市整備部長 まず、道の駅を整備する理由ですが、まちの念願でありました第二阪和国道

が供用されますと岬町が通過点にならないかと懸念され、そこで、地域の活性化を図るため、淡

輪ランプ付近に岬町の玄関口として道の駅を設立することとしたものでございます。 

  それと、次に、誰が誰に、何を提供する道の駅なのかという質問でございますが、「誰が」は

岬町であり、「誰に」は地域住民や岬町を訪れる人々にで、「何を」とは、地域交流の場や岬町

の魅力と地域資源を提供するものと考えてございます。 

  これを続けますと、岬町が、地域住民や岬町を訪れる人々に、地域交流の場や岬町の魅力と地

域資源を提供する道の駅とするものでございます。 

○道工晴久議長 松尾 匡君。 

○松尾 匡議員 まず、岬町の魅力とは一体何なのか。岬町の地域資源とは一体何なのか。岬町に

は、さきの質問でも述べましたが、特化した産業や特産品などが今はございません。まず、そこ

から考えて生み出す必要があるのではないでしょうか。 

  箱物をつくるのが先か、中身をつくり込むのが先かですが、先に箱物をつくることはもう既に

旧態依然であり、収益が見込めないものをつくってしまい、機能していない、使われていない自

治体所有の建物が今でも全国各地で多数あり、問題になっているはずです。 

  私は、人を引きつけられるようなおもしろい中身からつくり込むほうが先だと思っています。
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箱をつくってしまうと、維持するために管理費がかかってしまったり、中身が中途半端なままで

運営を始めると、逆に負債を抱えてしまうリスクも高くなります。人が集まらなければ、先ほど

言われた地域交流の場としても機能しません。さて、どんなことでも始めるに当たって、未来が

どうありたいか、未来をどう変えたいのかということを目指して始めるものだと思いますけれど

も。 

  最後に、５年先、１０年先の道の駅のビジョンをお聞かせいただければと思います。よろしく

お願いします。 

○道工晴久議長 木下都市整備部長。 

○木下都市整備部長 ５年先、１０年先のビジョンについてお答えさせていただきます。 

  当該道の駅の指定管理者が決まっていない段階におきまして、５年先、１０年先の具体的なビ

ジョンをお答えするのは大変難しいのでございますが、本道の駅の目指すものとしましては、先

ほども御説明させていただきましたように、地域活性化の拠点としてまちを訪れる人々に、観光

レクリエーション施設や歴史文化資産等に関する情報などの提供、農林水産物直売、地域交流及

び地域の振興を目的としたイベントや、近隣市町村と連携した地域振興、地域交流及び広域連携

を目的とした地域の特色ある特産品イベントの開催、地場特産品等を使用した料理体験など、岬

町らしさを表現することにより地域振興と岬町の活性化を創造し、持続可能な地域の発展を目指

すものでございます。 

○道工晴久議長 松尾 匡君。 

○松尾 匡議員 先ほども申されましたが、指定管理者の事業プラン、プレゼンする中身が実際の

ところ道の駅の行く末の全てを握っているような感じを受けましたけれども、本当の意味での官

民連携、協働で考えるのであれば、指定管理者を決める段階から町と住民で管理者を選定した上

で、どんな中身にしていくのかを一緒に考えて、出したプランに沿った道の駅の設計というのを

すべきではないかと思っています。 

  私は、ステレオタイプの道の駅をつくることには反対ですけれども、岬町にしかできないとか、

岬町だからできるおもしろくてユニークなコンテンツを、これからずっと住民がつくり続けられ

ていけるような、住民ができる道の駅であれば賛成したいと思っています。 

  何度も言って申しわけないんですけれども、地域振興と岬町の活性化を創造し、持続可能な地

域の発展を目指すことは絶対必要ですけれども、道の駅をつくり、情報を提供するだけでは、地

域活性化拠点とはならないと思います。 

  岬町は特化した産業や特産物などに乏しいですけれども、今では趣味で手づくり品を熱心につ
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くられて発表されたり売られたりされている方が多く、私は、人に魅力を感じています。 

  例えば、１日店主として申し込めば、日がわりでオーナーとなれたり、お店を将来出したい人

や、趣味でハンドメード品を出店したい人向けの機能を持たすことで商売を試すことができるよ

うな場所にすれば、まちでハンドメード製品をつくって売る仕事をしたい人と、ハンドメード製

品を探しにやってくる人との地域交流の場が生まれます。これは一例ですけれども、今こそ町を

挙げてその中身、コンテンツをつくる必要を感じています。 

  そういった中身のプランを住民から募集したり、気軽に意見や議論ができるようなオープンな

場をつくっていただきたいことを願いまして、この質問を終わりたいと思います。 

  続きまして、消滅可能性都市岬町における今後の生き残り策についてですけれども、目立った

産業がないために、人口減少から衰退の一途をたどっている岬町。今後、このままでは町がなく

なってしまう可能性がある危機的な状況をどのように立て直すのでしょうか。 

  今後、１０年先に向けての岬町の活性化策があれば聞かせていただきながら、そのコアとなる

産業というのはどれだと考え町は力を入れていくのか、また、どのように力を入れていくのかも

含めてお聞かせいただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○道工晴久議長 西企画政策監。 

○西企画政策監 これまでの地方創生の答弁と重複する点がございますがご容赦いただきたいと思

います。 

  昨年５月に、日本創生会議が、２０歳から３９歳までの若年女性が２０１０年から２０４０年

までに半減すると推計される自治体を消滅可能性都市として公表したことから、国においても地

方の人口減少が大きな政策課題として認識され、昨年１１月にまち・ひと・しごと創生法が制定

され、全国で地方創生に向けた取り組みが進められているところでございます。 

  岬町におきましても、国の平成２６年度補正予算を活用し、結婚・子育て支援事業、地域の魅

力を活用した移住促進事業、地域資源を活用した観光振興事業、持続可能な地域づくり事業を先

行的に取り組むとともに、住民を初め産業界、関係行政機関、教育機関、金融機関、労働団体、

メディア、いわゆる産官学勤労言の参画をいただき、岬町まち・ひと・しごと創生総合戦略推進

会議を立ち上げ、２０２０年（平成３２年）を目標とする総合戦略の策定作業を現在進めている

ところでございます。 

  総合戦略につきましては、１２月を目標として原案の作成を行い、パブリックコメントの実施

を経て、来年３月に策定する予定といたしております。原案の作成に当たりましては改めて議会

にもご説明をさせていただき、ご意見を伺う予定でございます。 
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  先行事業での取り組みを初め、総合戦略に位置づけたさまざまな取り組みを進めることで現状

の急激な人口減少に歯どめをかけ、交流人口を増やし、地域に賑わいを取り戻してまいりたいと

考えております。 

○道工晴久議長 松尾 匡君。 

○松尾 匡議員 この一般質問でも、何度か、地域資源とは一体何なのかというのが出てきたと思

います。私もここで聞こうと思ったんですけれども、副町長初め、いろんな方がおっしゃってい

ただいたので、これは省かせていただきたいと思います。 

  一体、資源は、今、何であるのかとか、そういうところをしっかりと考えていって地方創生に

取り組んでいくということは必要だと思うんですけれども、私は生まれも育ちも岬町で、一度、

東京や大阪、京都に移り住み、地方を実際に経験してきた私から見た岬町の地域資源とは何かを

伝えてみるとすれば、岬町は海や山に囲まれた自然豊かなまちで、内陸には田畑も残っており、

二つの前方後円墳があることから、昔から自然災害による被害も少ないまちであるのかなと、こ

う思っております。また、大阪市内から１時間ほど、関空からも３０分程度で来れるアクセスの

よさがあります。 

  ほんの少しだけさくっと述べましたけれども、 これほどまでに地域資源に恵まれたまちは全

国的に見てもほかないと思います。大手企業の保養所も幾つかあったことから、風光明媚な地域

として昔から地域が持っている観光産業のまちとしてのポテンシャルはかなり高いと思っていま

す。 

  町政６０周年を迎える今年まで、ほかの地方がうらやむ資源がありながら、どうしてこれらを

生かした観光産業が発展してこなかったのでしょうか。 

  関西電力など、大手企業を中心とした雇用や関連する仕事で潤っていたまちが成り立っていた

ために、独自で産業や特産品の開発、海や山、古墳といった地域資源を生かした観光ビジネスな

どに力を入れてこなかった背景があります。 

  生活水準が向上し、物があふれて、価値が物から事に移り変わろうとしていることにより、地

方では生き残りをかけた観光産業が盛んになり脚光を浴びている今、岬町はかなり遅れをとって

いると思っています。 

  地域資源が豊富である岬町こそ、観光産業に力を入れるべきだと思っています。今からでも遅

くないはずです。今こそ、町は観光産業に特化して力を入れて、どんな観光のまちにしていくの

かビジョンを明確にして、それに向けて、観光ビジネスで仕事をしようとするプレーヤーを発掘

して、町は彼らの手助けとなるよう環境を整備し、強力に後押しするべきではないでしょうか。
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それが今後の岬町の生きる道であり、１０年後、２０年後、次世代の子どもたちに引き継げる、

誇れる岬町をつくることにつながるように思います。何も地域資源は特別なものだけではありま

せん。町の課題も資源になりますし、観光産業に取り入れることができるということです。 

  前回の私の一般質問でも申し上げましたけれども、課題とは何か、資源とは何か。私は、それ

は急増する耕作放棄地だったり、空き家だったりすると思うんです。簡単ではありますけれども、

今回、２点、私としてプランを提案させていただければと思います。 

  まず１点目ですけれども、そういった点在する町の課題である空き家と休耕地を管理整備して、

休耕地を体験農園に、空き家をドミトリーとして有効活用するまちに特化して、関空から近いア

クセスのよさを生かして増加するインバウンドの宿泊を提供し、日本の旧家で泊まりながら岬町

の自然の中で日本の漁業や農業、林業などの一次産業や文化を体験してもらうことで、休耕地や

空き家が、インバウンドと地域住民との交流の場としても機能しながら、旅行客とともに栄えて

いくまちとして、格安で泊まりながら地域住民と交流し、住民が考えたプログラムでさまざまな

体験を提供することで産業化していくというプランです。 

  二つ目に、「村上海賊の娘」に出てくる淡輪の海賊、眞鍋家を再現して、漁船を使って昔の海

賊船をつくって、それを使って漁業体験や海賊体験などの体験コンテンツでまちを活性化すると

いうものです。 

  「村上海賊の娘」で全国的にも淡輪という地名が有名になっている今、マスコミ等にも取り上

げられやすいコンテンツなので、例えば、眞鍋海賊が使っていたもりを再現して漁を体験した後、

海賊船上で岬町が誇る取れたての海の幸を堪能してもらうという、それだけでもとても喜ばれる

と思います。 

  私自身も、ＮＰＯ法人で貸し農園や体験農園などで都市部の人たちに岬町に来ていただけるよ

うなプログラムを実施していますけれども、中でも海の幸は特に喜ばれています。 

  海賊体験後は、前日の空き家を有効活用したゲストハウスなどで宿泊していただき、翌日には

休耕地を有効活用した農業体験、特に、古墳のあるまちとして昔ながらの農法が体験できるとな

れば、日本の原点の生活を体験できるまちとしてアピールすることができるのではないでしょう

か。 

  このように、一つ一つの資源では広がりを持てませんけれども、それらを結べば大きな面とな

り、そうなると、住民からもそれらに関連する事業を行いやすくなり、まちとして大きな観光産

業を形成できるように思います。 

  観光は２１世紀最大の産業だとも言われております。村上海賊の娘で全国的に知られることと
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なった淡輪の地名、そしてインバウンドの増加など、この上ないありがたい条件が今重なって岬

町に訪れてきています。これらの絶好の機会を逃さずに、もともとある海、田畑、古墳などを結

びつけて、おもしろくて魅力ある観光プランをつくるべきだと思っています。 

  そのために、町が率先して方向性を示し、プレーヤーとなる各種団体と住民と連携して、プレ

ーヤーが仕事をつくり出しやすいように環境整備を押し進めていただきたいと思います。 

  例えば、前回の私の一般質問、今回もありましたけれども、空き家バンク制度の見直しがあり

ます。機能していない本町の空き家バンク、住民が利用しやすいように空き家バンク制度を使っ

て家を買いたい人や借りたい人、貸したい人や売りたい人など、双方の利用者目線を用い、住民

のニーズを理解して利用者がどうしたら増えるかをもっと考え直す必要があるのかなと思ってい

ます。 

  観光産業の育成や発展という視点で観光産業で利用が予想される資源などの環境整備にぜひ町

は力を入れていただき、まちに新しい仕事の創設を手助けし、住民が、よしやってやろうと前向

きに観光ビジネスへチャレンジできるまちに持っていってほしいと思っています。 

  最後に、観光産業についての町長のお考えをお聞かせください。よろしくお願いします。 

○道工晴久議長 町長、田代 堯君。 

○田代町長 松尾議員の、今後１０年先に向けた岬町の活性化策についてお答えをさせていただき

ます。 

  先ほど来、松尾議員のいろいろな考え方をお聞きさせていただいております。例えば道の駅の

必要性があるのかないのか。私は、この道の駅については、議会の皆さんも、また、道の駅検討

委員会、そういったところに意見を求めて最終的に道の駅をつくることが通過道路にまずならな

い、そして、岬町に多くのお客さんを呼び込む、そして、現２６号の沿道にかかわる商売人のや

はり地場産業の活性化も図っていくというのが当時の、また、いろいろとその中身については多

くありますけども、大体そういった状況の中で道の駅の建設を踏み切った次第でございます。 

  議員もご承知のとおり、岬町は「豊かな自然 心かよう温もりのまち“みさき”」をスローガ

ンとして平成２３年に岬町第４次総合計画を策定しております。 

  そんな中で、この計画は平成３２年まで１０年間の計画を、期限を決めておるわけですけども、

既に５年目が来ようとしております。時代の流れに沿った計画の基本構想の見直しも必要かな、

このように思っております。 

  そんな中で、私どもは、その総合計画、また基本計画、実施計画、そういったものに基づいて

日夜職員ともども一生懸命まちの活性化のために取り組んでおるのが現状でございます。 



 

65 

  ただ、先ほどから各議員のご質問の中にいろいろ出てきております人口問題、少子化対策問題

が出てきております。たしかに、本格的な人口減少と少子化が進んでいることは間違いありませ

ん。 

  先ほど、過去のお話もございました。景気のいいときもありましたけど、なぜここまで衰退し

たのか、各議員そういうように思われますけども、私はまた違う角度で見ております。 

  都心部としての町並みを思うのか、それとも、都心部から離れたこの小さなまちとしての姿は

どんなのかといったら、私はよそのまちにない、先ほどおっしゃっていた環境のいいすばらしい

まちで生活をする。また、働くについても１時間もすれば難波まで行けるわけですから、そんな

いい環境に岬町はあるということは自慢できるのではないかなと、このように思っております。 

  そんな中で、現在、消滅可能性都市というということが最近、国のほうで法律化されて、国の

ほうから副町長を迎えて今後５年間の事業を２年間前倒しでやっていただくぐらいの気で頑張っ

ていただくために来ていただいたのですが、そういった意味で、特に２０代から３０歳代の女性

の方が少ないということがあって消滅可能性都市であって、町がなくなるのではなくて、そうい

う女性の方が少ない。そうすると、やはり少子化が続くという現象が出てくるのじゃないかとい

うことで、我々としては若い世代のお子さんたちが住み続けて、そして、子どもさんをたくさん

生んでいただいて、これからの少子化対策を進めていく。 

  当面は、学校のことも出ておりましたけども、３校ある学校を統合したらいいじゃないかと、

小・中一貫性にしたらいいじゃないかといろんなご意見も頂戴いたしております。 

  私は４カ町村が合併したこの歴史の中に、地域地域にすばらしい歴史、観光がいっぱいあると

思います。それを生かすためには、やはりこの３校を残すべきだと。孝子小学校も現在はいろい

ろ子どもたちに文化を学んでもらう、また、ふるさとのよさを知ってもらうということで歴史館

としての位置づけで、孝子の元小学校を存続させているような状況であります。 

  ですから、そういった中では、３校を残すことによって、地域が活性化するということが一番

大事であろうと、このように思っております。 

  それで、私は町長就任以来、やはり町のこういうことが一番大事であろうということで、それ

はなぜかと言いますと、職住接近のまちづくりというのがこういう小さな村にとっては一番身近

に感じる問題でありますので、そういった意味では多目的公園のほうに職員ともどもトップセー

ルスしながら、企業の張りつけに専念をいたしました。現在、太陽光発電所２社、そして地元産

業であります青木松風庵さんが既に工場建設して雇用を生んでおります。 

  そういった意味で、その中にまた新たな多目的公園として、先ほど担当の西から説明いたしま
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したとおり、年間でかなりの町外のお客さんが自転車ロードレースとか、ソフトボール、野球、

そういったもので訪れるお客さんが年間、１００万人近い、超えるかもわかりませんけど、そう

いった集客力を持っておりますので、先ほど悲観的なご意見ございましたけれども、私はそれほ

ど岬町は多くの方が訪れていただいていると思っております。 

  また、先ほど観光ということ、これから観光で生き残るしかないじゃないかということは、私

もそう思っております。 

  そんな中で、私が道の駅、また、みなとオアシス、さらには深日港航路の再生、これを掲げて

おります。道と海と、そして大阪湾をつなぐことによって、私はこれからの岬町が中心になって

いくと、このように思っております。 

  そうなると、やはり深日港の復活をして、お互いの淡路島と岬町との玄関口をしっかり手をつ

ないでいけば、必ず観光で来るお客さんは岬町に訪れていただいて、そして淡路、四国、そして

神戸といった南回りでお客さんを変えていただくことができるのじゃないかなと。 

  その方法の一つの土台になるのが岬町観光協会でございます。これを立ち上げるまでには以前

ご承知のとおり、淡輪観光協会がございまして、なかなか一本化することが難しかった。そんな

中で、今回、多くの方々のご意見を頂戴した中で、淡輪協会の役員さんにもご協力を得て、岬町

観光協会としてひとり立ちできるところまで来た。 

  これからいよいよ本格的に、中身をどうするのか、これからのＰＲをどうするのか。先ほどお

っしゃったインターネットの問題、また、岬町のそういった漁港点対策、そして、空き家バンク

の問題、こういったこともお互いにリンクしながら、そして、それをしっかりとお互いに官民協

働でやっていけば、私は今後の５年先、１０年先は必ず岬町の未来は明るいものがあると、そう

信じております。 

  しかし、そのためには、やはり議会の皆さん方の協力、また住民の皆さん方の協力、先ほど、

公園の問題でいろいろ草を引く、高齢化して草を引くことが大変だなという声もございました。

確かに、歴史を担っていくには高齢者が多くなってきて、なかなか語り部はありますけども、担

い手が少ないということで、いかに文化を継承するかという難しい問題があります。 

  しかし、これは今後、子育て環境をしっかりとやっていけば、岬町にもこれから若い世代のお

子さんが住んでいただくということになろうかと思います。 

  その一つが、今後、公営住宅の建てかえについて、今までは高齢者、または、そういった住宅

困窮者の方ということで限られていたんですけども、今後は若い世代のお子さんを育てる方々の

入居も考えおりますので、今後、岬町にもそういった若い世代のお子さんが住んでいただけるも
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のと期待をしているところでございます。 

  そういった中で、いろいろ早口で申し上げましたけども、将来的には、私は集客都市を目指し

てまいりたいと、小さなまちですけども、そういう意味では松尾議員のおっしゃる、いろんな事

業化をしていただいて、今後、やはり岬町は大きく外へ向いて発信できるようなまちづくりをし

てまいりたいと。 

  ただ、現在、ホームページもおっしゃるとおり、私も見ておりますけども、まだ専門がやって

いるわけじゃなしに、岬町の職員が手づくりで頑張っている姿も一つご理解を賜りたいと、この

ように思っております。 

  今後、そういった問題点があれば、一つ一つ、また職員に言っていただいて改善策を考えてい

きたいと、このように思っております。 

  これから先、１０年後の将来というのは、時代が大きく移り変わっておりますので、３年、５

年先がまだわからないような状況でございますので、今後、財政状況、また、そういった観光、

そういったものも投資的経費、そういうものを含めて一生懸命、これからの１０年先が展望でき

るよう頑張ってまいりたいと、このように思っております。 

○道工晴久議長 松尾 匡君。 

○松尾 匡議員 岬町、やはり人口が増えてほしいですけれども、岬町に何かないと、本当になか

なか岬町で住むとかというのにまだまだ敷居が高いような気がしています。 

  そのあたり、本当に、先ほども言いましたけれども観光産業がとっつきやすい産業であるし、

どこの市区町村を見ても観光産業に力を入れてまして、市でぽんとお金を出したりとか、これで

生きていくんだという、強い決意のもとで観光産業に力を入れている市区町村が多く見受けられ

ています。 

  その中で、岬町としても観光産業を発展させるべきで、それが新たな仕事の創出とか流入人口

だけでなく、町に思っても見ないさまざまなよい波及効果が期待できると思うんです。 

  今後、１０年先、２０年先の岬町に何を残せるのかを考えていただき、次世代の子どもたちが

生き生きと岬町で仕事ができるように、今、動き始めたいと私も思っています。 

  ぜひとも観光産業の発展に向けて環境整備に力を入れていただくことをお願いしまして、私の

一般質問を終えたいと思います。ありがとうございました。 

○道工晴久議長 以上で、松尾 匡君の一般質問を終わります。 

  次に、田島乾正君。 

○田島乾正議員  
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○道工晴久議長 田島乾正君。 

○田島乾正議員 ただいま議長の許可を得ましたので、通告に従って質問をしたいと思います。 

  その質問前に、今、日本はどうなっているんやと、国政において。先ほどある議員が、国政問

題の提言とか説明されたんですけど、私は端的に説明したいと思います。 

  今、日本の永田町で、戦争好きなおっさんが戦争を知らないのに戦争を知ったかぶりして法案

を通そうと。本当にやけむちゃなことをやっているおっさんがいるので、それに対して、過日、

国会前で大変国民が憤って集会して、全国的な集会をして、本当に情けない日本になってしまっ

たなと、関東は。 

  また、関西でも、青天のへきれきで何をもめてるねん、おまえらと。そういう難儀なやからば

かりで、本当に日本、地方もこういう状態になっているもので。 

  ありがたいかな、当町はそういう要素もないし、その点ありがたいなと今、６名の質問の通告

者の話を聞いて、本当にありがたい話やなと、いいまちやなと。 

  ただ、話を聞いてて、かみ合わんのはチキンレースで、鶏が先や、卵が先やと、いずれにして

も同じやと。同じ考えでみんな議会も町政運営も一緒に頑張っているけど、ただ、卵が先か鶏が

先かの単なる前後ろの議論であって、いい議論をしているなと、私はかように思いまして、こん

なのお金を出して見学もできないし、本当に議員になってありがたいなと、各議員の持論を聞か

せていただいたし、町長筆頭、各職の答弁もお聞きしました。 

  それを踏まえまして、私なりの持論で質問したいと思いますけども、あくまで持論ですので、

見解の相違で終わる場合もあるし。しかし、理解していただければ、やはり卵が先になるか鶏が

先になるか、それはわかりません。 

  質問に当たりまして、過日、ちょっとパソコンで、暇やから打ったら、岬町のホームページに

突き当たりました。 

  すばらしいホームページ立ち上げているなということで、冒頭に男前な田代町長の写真と、そ

ういうすばらしいのが載っているなということで拝見させていただきました。 

  田代町長も議員当時は大変熱血な議員で、後にも引かんようなすごい議員でしたので町政も担

うて頑張っていただいてるんですけども、頑張っていただいても、これは世の流れで、幾ら頑張

る立派な人でも社会情勢に打ち勝っていけんわけですな。 

  先ほど、深日港の問題でも言ってますけども、結局、当時は海運業が主流で、国政で橋ばっか

りかけたものやから、海運業界が衰退してしまった。それが要因でフェリーボートが終わってし

まったと。ということで、国策が間違ったら、結局、地方まで弊害が起きるわけですな。 
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  ということで、今、石破さんが地方創生とか何かわけのわからんことを言ってるけども、結局、

日本ができたのは村があって、まちができて、そして国ができたわけですね。それをおごってし

もうて海運業界を衰退させたり、要らん橋をかけてしまったり。１本でいいのに、２本もかけた

り。これは、今の政権の結局、戦後の国政のつけが回ってきているわけですね。それを、今さら

何を地方創生やと、もっと事前にやるべき問題やないかと。そんなばらまき的なことをするなと、

僕は個人的に、個人の見解で言ってるのであって、それはいいとして。 

  田代町長も、現在、大変な時期と思うんですわ。結局、人口問題にしても、平成１２年では１

万９，０００人おった。平成１７年には１万８，０００人、平成２２年には１万７，０００人、

平成２５年には１万６，５００人、今日回覧簿を見たら、１万６，５５５名になっている、岬町

の人口。 

  ということで、人は減るは、若い者は減るは、これで創生していこうというのは到底無理な話

ですわ。 

  結局、国は口は出すけれども金は出さんと、そういう考えですわな。いろんな教育問題にして

も、文科省のおっさんがいろんな通達を出して、これせえ、あれせえって言うけれども、おまえ

ら現場へ来て調べたことあるのかと。地方のデータをもとにして、おれらやったと、そんなあほ

なこと言うたらあかん。厚生面でもそうですわな。 

  そういうことで、やはり、地方が生き残ろう思ったら、やはり地方は地方で国の言うこと聞か

んと、ある程度、地方が知恵出して備蓄しとかなあかんのやと思うんですわ。 

  ということで、何でもかんでも欲しがったらいかんということで、我慢するものは我慢しなさ

い。おうちで言ったら、自転車買うて言うたって、今、お父さん働きが悪いから自転車買えへん

のやと。しばらく待てと、我慢するのは子ども、住民ですわな。ということで、それを踏まえて、

私、三つの質問、本論に入りたいと思うので。 

  町長もよう頑張っているということはわかってます。しかし、ちょっと一部分、嫌みを言うこ

とはあるけども、何も町長つぶしじゃないので、よう頑張っているけども、ここはこうでどうで

すかと、鶏が先違いますか、卵よりも鶏違いますかという話しますので、一つその点、無礼なこ

とがあったら許していただきたいと思います。 

  通告は３点していますので、まず、公共施設の維持管理運営、これ１点。公共施設の維持管理

というのは、指定管理者制度は本当に機能しているのかということをまずお尋ねいたします。 

  指定管理がいいのか、委託業務がいいのか、これは行政側の判断で結構ですけども、議会とし

て、やはり町施設はなるべく住民に負担のないような管理運営をしていただきたいと。 
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  もうけなくてもいいんですけども、余り大きな赤字を出さないように指定管理者制度の運営を

していただきたい、そういうことです。 

  ２点目が、学校教育で、やはり一番問題になっているのは少子化で、子どもさんが少ない。そ

の子どもさんらに栄養をたくさんとっていただいて、これからの岬町を担うてもらわないとあき

ませんね。私らもう既に去る人間ですので。 

  これからの若い大事な子どもを育てるには何が大事やと。過日のテレビを見てましたら、９０

歳でまだ現役で病院勤務をしている方が何を食べているか、卵の黄身を食べてると。卵の黄身と

いうのは脳を活性化する栄養分があるらしい。 

  ということで、やはり、これからの子どもには本当に安心、安全な給食を提供していただいて、

そして、問題は給食費を無料にしていただけませんかということに入りますので。 

  最後、３点目が道の駅の整備計画ですね。先ほど、松尾議員が道の駅の本体、中身、そういう

経営論について質問しましたので、その部分については私は割愛いたします。 

  そこで、道の駅の整備についての附帯的な部分について、お聞きしたい。この３点をお聞きし

ます、一つよろしくお願いします。 

  まず、１点目の公共施設の維持管理と運営について。 

  これは、指定管理者制度の部分ですけども、地方自治法第２４４条改正で指定管理者制度が創

設された経緯がありますが、この制度の中で特に言われているのは、指定管理者に対する管理監

督責任が明確になり権限が強化されたことですね。この部分について、岬町における指定管理者

に対して、私のほうから具体的な項目についてお尋ねするんですけども、まず、現時点において、

岬町の公共施設の運営について、指定管理者制度を用いて運営している指定管理者総数ですね。

何社の業者が入っているのか、それをまずご答弁していただきたいのと。 

  次に、各施設の運営に関して、行政からの改善指導、または改善命令的な協議をなされた経緯

があるのか。なければないで結構です、ありませんと答弁していただいて。あれば、どういうこ

とでありましたと、そういうご答弁をいただきたいのと。 

  そして、この業務を履行している中で評価判定を誰が行っているのですかということですね。

当然、誰かが評価しないと、本当にこの指定管理者は町のためにどれだけ汗をかいて、どれだけ

収益得てくれているのかということを確認しないと、私ら議会としたら、声も聞こえてこない状

態ですので、それをお伺いして。 

  そして、まず１点目に管理業務の実施状況の確認ですね。管理している業務の実施している状

態の確認。 
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  そして、利用の状況。 

  そして、利用料金、収入の実績ですね、各指定管理者の。 

  管理に要した経費等の収支の状況ですね。各指定管理者からきちんと毎年度の実績報告がなさ

れて、そして、いろんな使用料等を納付された、その経緯についてもお尋ねしたいので。遅れた

り、そういうような部分があれば、なぜ遅れたかという、遅れる場合は、協定書にのっとった場

合で遅れたのか、それも協定書に載せてないのが遅れたら違法行為です、瑕疵ありますわな。そ

の部分があったのか、なかったのか。こういう場合、説明をまずしていただいて、あと、次の答

弁の結果、また質問したいと思います。 

○道工晴久議長 ただいまの質問に対し、答弁を求めます。古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 指定管理者制度につきましては、民間事業者のノウハウ等を活用するこ

とにより、より効率的で効果的な管理運営を行い、住民サービスのさらなる向上と行政コストの

縮減を図ることを目的といたしております。 

  本町では、健康ふれあいセンター、淡輪老人福祉センター、淡輪火葬場、アップル館、海釣り

公園とっとパーク小島の五つの施設で指定管理制度の管理運営を行っております。 

  指定管理者に対する監督等につきましては、それぞれの施設の所管が違いますので、各担当部

局からお答えをさせていただきたいと思います。 

  まず、健康ふれあいセンター及び淡輪火葬場につきましては、指定管理者と締結をいたしてお

ります協定書におきまして、指定管理者は会計年度終了後３０日以内に、また、淡輪老人福祉セ

ンターにつきましては６０日以内に事業報告書を提出し、町は、必要があると認めるときは事業

報告書の内容、またはそれに関する事項について、指定管理者に対して報告、または口頭による

説明を求めることができるというようになっておりまして、担当課において提出をされました事

業計画書の内容について確認をしており、適正に管理運営をされていると考えているところでご

ざいます。 

  また、健康ふれあいセンターにつきましては、本年度から新たな指定管理者が管理運営をして

おります。毎月連絡調整会議を行っておりまして、情報共有を含め、円滑な運営に努めていると

ころでございます。 

  また、議員ご質問の、これまで改善勧告を行ったことがあるのかというご質問でございますが、

その件につきましては、改善勧告を行ったことはございません。 

○道工晴久議長 廣田教育次長。 

○廣田教育次長 教育委員会からは、アップル館について回答させていただきます。 
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  アップル館におきましても、指定管理者と締結しています協定書において指定管理者は会計年

度終了後６０日以内に事業報告書を提出し、町が必要があると認めるときは、事業報告書の内容、

またはそれに関する事項について、指定管理者に対して報告または口頭による説明を求めること

ができることとなっており、担当課におきまして提出された事業計画の内容について確認を行っ

ておりまして、適正に管理運営されていると考えております。 

  業務内容についての改善勧告は出したことはございません。 

○道工晴久議長 木下都市整備部長。 

○木下都市整備部長 続きまして、海釣り公園の指定管理者に対する監督についてお答えさせてい

ただきます。 

  指定管理者との間で締結しました基本協定書に基づきまして、指定管理者は毎月の事業の実績

状況、各施設での利用状況、利用料金等の収入実績及び会計年度終了後に事業報告を作成し、本

町に報告することになってございます。必要に応じ、説明を求め、または実地調整ができる状況

になってございます。 

  毎月及び会計年度終了時に提出されました内容につきましては、確認し、適正に管理運営され

ていると考えてございます。 

  海釣り公園は指定管理者に指定管理料は支払っていません。海釣り公園にかかる利用料金を指

定管理者の収入とするものでございます。 

  なお、指定管理者は本町に対し、毎年度施設の大規模修繕にかかります費用としまして、施設

整備負担金７００万円、利用料金の収入から２００万円を含むものでございます。 

  それと、海釣り公園の利用料金収入の１０％の額から、先ほど説明させていただきました施設

整備負担金への２００万円を差し引いた額の合計を支払うものとしてございます。 

  もう１点、その改善勧告等について、今まで行ったことはないのですけれども、ただ、議員ご

質問のございましたように、納付金の納入時期が遅れることがございました。それにつきまして

は、指定管理者のほうから、荒天が多く、利用客数が減少しており、その影響から運営資金の資

金繰りが非常に厳しい状況で、年度末での納付金の全額納付は難しいことから、納付金の一部を

次年度での納付の要望がございまして、協議により納付金の一部を平成２７年度の６月、７月、

８月末の３回に分けて納付したものでございます。 

  ただ、来年度以降は、これまでの年度末での一括納付ではなく、年度内での分割納付を検討す

るなど、年度内で完納するようにお話ししたものでございます。 

  なお、平成２４年度も同様に納付金の納入期限が遅れた状況もございまして、平成２６年度と
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同様にお話をさせていただいたという状況でございます。 

○道工晴久議長 古橋しあわせ創造部長。 

○古橋しあわせ創造部長 もう一度お答えさせていただきたいと思います。 

  健康ふれあいセンターと淡輪火葬場につきましては、指定管理者と締結いたしております協定

書におきまして、会計年度３０日以内に事業報告書を提出いただくと。 

  その事業報告書をもとに、担当課のほうで内容について確認をしておりまして、適正に管理さ

れていると考えておるところでございます。 

○道工晴久議長 田島乾正君。 

○田島乾正議員 ただいまのご答弁いただいて、大体、指定管理者のそういう経営実態等々ある程

度把握させていただきました。 

  ですけども、一部、そういう納めるお金が遅れたと。これはあってはならない話で、やはり、

そういう指定管理者制度を審査するときには、必ず間違いないような審査をしているんですけど

も、やはり、それはわからない部分もあるんですけども。 

  しかし、今後、そういう評価をするに当たり、こういう事例があって、事実行為があったとい

うことを評価点に入れておかなあかんですよ。それが、済んだからと言って、そうですかという、

そういうことをすれば、またぞろ人間というのはのど元過ぎれば熱くないと、そういうことにな

りますので、やはり、大事な施設を管理してもらうのだから、いいかげんなことではだめですよ。

やはり、担当課の方はもっとしっかり監督して、監査もして、事業報告も受けて、それを報告す

るのは、議会として私、期待していますので、一つ、こういうことのないようにお願いしたいな

と。 

  火葬場の件は、また委員会でお聞きしますので、これ通告していませんので。 

  ということで、大体の私の思いが伝わったように思いますので、１点、まだ道の駅の部分につ

いては、まだ海千山千わからんので、道の駅の指定管理者制度は。すると思うんですけども、今、

この場で聞くべき問題じゃないので、また、運営した時点でお聞きしたいと、かように思います。 

  ということで、これだけの指定管理者の中でそういう部分があったということを踏まえて道の

駅の指定管理者制度の選定も一つ考えていただきたいなと、担当課においてね。 

  協議会立ち上げて、いろんな道の駅の協議会というけど、中身が全然入ってこないんですわ、

松尾議員じゃないけども。 

  ということで、もっと議会を信用していただいて、卵であるのか鶏であるのか、同じチキンで

すので、考え方一緒です。皆さん両輪のごとくやりたいなと思っていますので、議員として嫌な
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こと言うのも議員の本分ですので、袋ごと賛成でおいしい話ばっかりしていても、褒めていても

仕方ないから、やはり議員というのは、そういう指摘して、そして立派な鶏に育てていただける

ように。そういうことで質問していますので、誤解がないようにしていただきたいなと、かよう

に思います。この部分については、質問終わります。 

  町長、答弁あったら。町長答弁、通告しているので。 

○道工晴久議長 町長、田代 堯君。 

○田代町長 海釣り公園の件で、担当のほうから指摘はしていないという話があったのですが、実

は、指定管理者とじかに話を、３カ月遅れについての内容等についてお互いに役員さんも入れて

話し合いをさせていただいております。 

  といいますのは、やはり、いわば集客が多くなって、ドーム建設をするに当たって、議会の了

解を得て３，０００万円補助金を出してドーム建設したいきさつがあるのですが、そのときに、

おおむね５，０００万円ドームにかかったということで、現在、ここにも残っているわけですが、

金融機関のほうに２，７００万円ほどの負債があるわけなんですけども、それを毎年返還をして

いって、平成２５年度の決算では大体２，０００万円あったものが、今回１，８００万円ですか

ら、２００万円前後のお金を支払っている。いわば、借金に支払っている。 

  そういったことと、流動負債、いわば３月３１日で決算を終えたけれども未払金が大体７００

万円ほど残っているんですね。これが、この支払いをしないといけないものですから、岬町に３

００万円払うと１，０００万円近い金が流動負債で残っているということで、役員さんも含めて、

このままやっていくについては非常に厳しい状況になっておると。 

  町のほうで何かいい方法ないだろうかというご相談も受けていますけれども、一応、管理規定

というのがありまして、前回、基金を、将来のメンテナンスのために５００万円ずつ基金を積み

込んできた、それをどうも建設に伴って基金を取り崩したということもあって、売り上げに、い

わば利用料金の１０％の中から当分の間２００万円の積み立てを７００万円に積み上げてきたの

が現状です。 

  その２００万円を実際は、町は１０％の５００万円何がしをいただかないといけないのですけ

れども、２００万円積んでいるものですから、残り３００万円何がしが遅れているということに

なっているわけですね。 

  ですから、この辺を少し、今後、指定管理者と解消策を考えていかないと、決算時期が岬町は

出納閉鎖が同じように５月になっているものですから、どうしても民間金融としては資金繰りが

大変だということになっているんじゃないかな、このように私も中身を十分聞かせてもらって、
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今後、来年に向けていろいろと検討していこうと言っております。 

  それは、一つは地元の声というのですか、一定の指定管理者はそれでいいとしても、地域に何

ら還元していないじゃないかという声も地元から上がってきているようです。 

  そういったことも含めて、今後、空港対策関連事業としての小島対策ということで海釣り公園

を設置した経過がありますので、この辺も含めて、今後、議会の皆さんにも十分お話をさせても

らって、管理の中身の決算、または見える方法を少し変えなければ、このままずっと行くとどう

するかということになると思います。 

  今、こんなところでお話もいかがかと思うんですけども、足らない分はどうしているのかとい

うことは、ほかに借り入れを行って、まず入れて、また返しているということの繰り返しをして

いると聞いておりますので、その辺は一つご理解をしていただきたいと思います。 

  決して、管理監督を怠っているわけでなくて、その都度、問題があれば役員さん含めて話をし

ているということだけご理解賜りたいと思います。 

○道工晴久議長 田島乾正君。 

○田島乾正議員 嫌なことを聞いて、今、町長が事前にそういう役員さんと協議していただいて、

今後の運営について、やはりしていただくという答弁をいただきましたので。 

  やはり、指定管理者にも結局、潤うてもらわないかんということはわかっています。しかし、

指定管理者と、そして、施設の管理者がもっとひざをつき合わせて、どうしたらもうける、どう

したら経営が楽になるということをまた、町長を筆頭に、担当課も常々足運んで、そして、こう

いう町長、働いてくれているねんから、この部分をやはり議会に報告していただかないと、こう

いう質問が入りますので、今後、そういうことのないように。やはり報告というのは渋らないで、

何でもかんでもよろしいよってに報告していただけたらと、かように思います。この部分につい

ては、質問は終えます。 

  ２点目が学校教育の部分で、冒頭申し上げたように、子どもの食育指導と学校給食について、

この部分について昨今のマスコミ報道でも学校給食費の未納者に対する強制執行の手続がなされ

て、いろんな議論が出ているんですね。 

  これは、どうなっているのかなということで、結局、私なりにいろいろ調査したんですけども、

何て言ったらいいんですか、結局、文科省は滞納者、その部分について、各都道府県のほうに調

査をしているわけですね、マスコミの報道に対して。 

  これは何年でしたか、ちょっと字が小さくて読みづらいんですけど、これは平成２４年度でし

たか、学校給食法によって食材費は保護者負担、整備や運営費は自治体負担と、こうなっている
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部分で、文科省が一度調査したことがあるんです、給食費の実態。 

  恐らく教育委員会にも通達が来ていると思うんですけど、調査依頼。何人のお子さんのところ

が払っていない部分、払えなかった部分という、それを配付しているんです。全国の小・中学校

の部分に調査したら、学校給食を納めていない未納の割合は０．９％、総額は推計で約２２億円

に上っているわけですね、納めてないのは。 

  その納められない、納めていない要因については調査したら、保護者の責任や規範意識の問題、

そして、保護者の経済的な問題も約３３％に上ってるんですね。 

  結局、裕福な家庭でしたら給食費は納められます。ただ、生活困窮者、片親とか、ともかく生

活するのに精いっぱいの家庭にお子さん１人、２人いたら、給食代というのは結構大きな金額に

なるんですね。 

  ということで、やはり憲法上、皆さん法のもとに平等やとうたわれているのに、納めたくても

納められない家庭の子どもが物すごくいじけているわけですね。学校へ行くのもいやになってく

ると。そして、友達間に物すごく心配しながら勉強するということで、これ、本当にあってはな

らないことですので。 

  この問題は、新聞でも報道されて、埼玉の北本市の処置で、給食の停止をやっているんですね、

きついことしているんです。大阪市は未納でも継続して給食を食べさせているんですね。という

ことで、こういうばらつきがあるんですね。国ももっとしっかりして、小さな子どもを育ててい

るという気持ちがあるのかないのかという問題ですね。 

  例をとったら、これ全国的に給食費はただというところもあるんです。そこで、町長に男前に

なっていただきたいのは、やはり、これからの少子化で子どもさん少なくなってきますわな。増

えるんやったら給食費ただとは、財政的に言えませんので、少子化で高齢化でしょう。 

  そしたら、どういう教育をするのか。乳幼児の部分、質問、今あったけども、そういう医療費

の部分もうちょっと見てよ。そして、給食費についても、やはり安心・安全な給食で、困窮者に

対するやさしい町政をしていただきたいというので。 

  事例としましては、相生市の場合は年間賄い材料費が１億１，０００万円かかるのが、子育て

支援として全て市が負担していると。こういうのを相生市がやっているんですね。賄い材料費だ

けで１億１，０００万円かかっているけども、結局、子どもたちを育てる意味でやっているわけ

ですね。ということで、相生市の谷口市長はすごく理解力があって、給食費の賄い費は全部無料

だということでやっています。 

  そして、北海道の三笠市では、平成１８年度から給食費無料だと。そして、隣接の和歌山県新
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宮市でも無料でやっていると。 

  ということで、どんどん大事な子どもさんを育てるのに医療費ももちろん、結局、給食費は皆

平等だと、金持ちも困窮者も、生活保護者については支給されていますけども。本当にお母さん、

アルバイトで働いて働いて、１人ならいいけども、２人、３人を抱えた子どもさんの家庭ではお

母さん給食費を稼ぐために働くと、そういう部分になっていますので、一つ何とかできないもの

かなということであっちこっち調べたら、町長たくさんあるんですわ。 

  福井県の永平寺町の町長賢いですよ、男前ですよ。何て言うんですか、町長選に公約として、

学校給食無料ですと。そして、原資については一般会計で処理すると。これだけ教育に物すごく

熱心な方で、ここも予算見ても、平成２６年度の一般会計の当初予算の規模は７８億円、余りう

ちらと変わらんのですね。そういう一般会計の部分についても、やはり、学校教育の中での給食

費というのは全員無料だということ、それをした結果、定住者が増えたんですわ。よそから、そ

の町に。そんな立派な学校教育をしている町だったら、その町へ転入してきたんですね。人口が

増えたんですわ。歯止めになったんですね。単なる給食費にしても、それだけ、今の社会は冷え

切って、子ども育てるのに大変な苦労をしているわけですね。 

  ということで、これは教育次長に聞いても、政治的な判断やから、これはお聞きしても酷なも

のだし、せっかく副町長も来られているのだから、副町長の、畑違いやけど、文科省と国交省と

は違うんだけど、別にそんなん通告もしていませんので、結構ですけども。 

  これ、以前にも言ったんですけど、町の学校給食費も修学旅行費も無料、修学旅行も無料です

ねん。京都府の伊根町。船宿の有名なところですね。あそこも観光的なところあるんですけども、

ここもまた町長も偉いんですわ。給食代も無料だし、おまえら修学旅行も無料や、面倒みちゃる

言ったら、結局、過疎化、高齢化が進む町では人口が物すごく増えているんですわ。 

  こんなことで人口、転入者おるなということは、それだけ子どもの教育に大変ご苦労されてい

る保護者が多いということで、岬町も１万６，５５５名の中でも、そういうことがあると思いま

すので。 

  今すぐとは言いません、何らかの財政に切りかえて、一度整理して検討していただける考えが

あるのかないのか、まず、もう町長にずばりお聞きします。事務方に聞いても、これは気の毒な

話ですので。町長、どうですか。今でなくても結構ですよ。 

  教育次長、一度、考え、町長に勧めてよ。これはいい案ですと言ってもらったら、こっちも助

かるんやけど。 

○道工晴久議長 廣田教育次長。 
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○廣田教育次長 今、ご意見をいただいた中で、教育委員会としての考え方について、少しベース

の部分も含めましてご説明させていただきたいと思います。 

  田島議員ご紹介いただきました文科省の調査についてなんですけれども、学校給食費の徴収状

況に関する調査の結果についてということで、平成２６年１月２３日に文科省が発表している分

がございます。 

  これは、学校給食の完全給食の実施率については、公立の小・中学校が全て対象でしたけれど

も、この徴収状況についての調査につきましては、５８３校を２万９，０００校の中から抽出を

しまして、平成２４年度の学校給食費の徴収状況について調査を行ったもので、本町は対象には

なっておりませんので、報告はしておりませんでした。その中でご紹介をいただいていたと思い

ます。 

  議員のおっしゃっていただいた中にもございましたが、学校給食の実施に必要な経費の負担に

つきましては、学校給食法第１１条及び同法施行令第２条に規定されているところで、食材費は

保護者負担、施設の設備や修繕費、人件費については町が負担するとされています。 

  納入方法などについては、詳しい規定は何もございません。 

  保護者から納入されました学校給食費について、平成２６年度の本町における歳入の決算見込

額なんですけれども、滞納部分を含まずに５，１３４万４，５６７円、保護者の方からご負担い

ただきました。 

  それを学校給食費の賄い材料費のほうに本町では充当しておりまして、賄い材料費の決算見込

額は６，０９６万７５０円となる見込みです。 

  学校給食センターにかかります歳出の総額なんですけれども、人件費・光熱水費を含みまして

１億３，５０５万３，２６４円となりまして、町負担額はおよそ７，６００万円ほど町が持ち出

しを行っている状況にあります。 

  教育委員会といたしましては、学校における食育を推進していくためには学校給食の充実を図

っていきたいと思っておりまして、現行の制度を維持してまいりたいと考えております。 

  おっしゃっていただいてました、経済的な理由により給食費を払いにくいご家庭に対してなん

ですけれども、岬町では就学援助費というのを支給しておりまして、経済的な理由により就学が

困難な児童・生徒の保護者に対して給食費を含めまして就学に必要な費用を支給しております。

その中に学校給食費がございまして、７月、１２月、３月の年３回に実費相当分を全額支給して

おります。 

  平成２６年度の実績は、小学校では１１０名の児童を対象としておりまして、中学校は７６名
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の生徒に支給をいたしている状況にあります。 

 ○道工晴久議長 田島乾正君。 

○田島乾正議員 教育次長が答弁してくれたので、大体わかったんですけども、結局、就学援助費

というのはあるのはわかっています。わかっていますけども、申請する手続とか、煩わしさとか、

そして、やはり申請するのに引け目を感じるんですよね。その部分を払拭してあげないといかん

ということで、私は含んで言ってるわけでございますので、この部分、町長に答弁していただき

たいなと、かように思いますので、理解いたしました。 

○道工晴久議長 町長、田代 堯君。 

○田代町長 給食費の定義については、ただいま教育次長の答弁のとおりでありまして、これは保

護者が責任を持って納めるということになっておりますので、その辺はご理解していただきたい

と思います。 

  ただ、議員おっしゃっている生活困窮者と言ったらいいのか、そういう方たちのために何とか

無償化できないかということなんですけども、先ほどの答弁のとおり金額は何千万円という数字

に上がっております。 

  そんな中で、他市町村については、無償化のところもかなりあるようですけども、我が町とす

れば、ご承知のとおり、行財政改革をやっている最中でございまして、なかなか無償化というこ

とはできないものですから。 

  ただ、私は就任当時から給食費を値上げということで教育長から厳しい質問を受けたんですけ

ども、子どもの環境整備をやっていくには現状のままで頑張ってほしいということを申し上げて

６年間来たわけです。一度も給食費の値上げはいたしておりません。 

  そんな中で、そのかわりと言ったら何ですけども、子どもの医療費を徹底して中学校卒業まで

何とか段階的に無償化していくようにしようということで、ようやく今年の７月をもって小・中

学校とも入院、通院とも中学校卒業するまでの間ということで無償化に努めてまいりました。 

  もちろん、所得割も撤廃をいたして、同じ子どもが皆平等の中で治療が受けられるようにして

おります。 

  今後、この給食問題については、財政の見通しというのがまだ行革のメニューの中に入ってお

りませんので、今後、どういった形で、無料化とは言いませんけど、どうやって子どもたちの負

担を軽減していこう、保護者の負担を軽減するかということについて、また議会の皆さんの意見

も聞いて、そして財政状況も踏まえて検討させていただきたいということで、とりあえず無償化

ということについては今のところ答弁ができないことについてご勘弁願いたいと、このように思
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います。 

○道工晴久議長 田島乾正君。 

○田島乾正議員 今の財政的な力関係でいえば、町長おっしゃるとおり、今すぐは大変無理と思い

ます。これは理解しております。 

  そこで、どうしても今じゃなくして、将来的に、計画を立てて、財源については現予算の組み

かえでできるならば組みかえをしていただきたいと。そういう考えを持っていただいたら、恐ら

く住民さんも喜びます。町長、教育に理解あるということで、次回の公約にでも挙げていただい

たら結構男前人気出ると思いますので、一つそれは田島が言うとったなという片隅に置いといて

くださいよ。やはり大事ですよ、子どもを育てるには。やはり、給食を自由に食べさせて、自由

にしていただきたいと、かように思いますので、一応、私は言うだけ言わせていただいて、町長

も聞くだけ聞いていただいて、そして、将来的に町長の町政運営についてまた耳を傾けたときに、

あれはどうなったのかなということを再確認いたしますので、一つ、男前になっていただけたら。 

  一つ余談ですけど、通告外ですけども、泉佐野市のバス、あれは無料になりますね、町長もご

存じのとおり、１，０００万円ですかな。やはり、それだけのことをしたら、千代松さん、大分

男前になっていると思いますよ。犬の税金もいろいろ問題もあったけども、それだけのやはり思

い切った町政運営をしていただきたい。 

  ２馬力になってますので、副町長１馬力が２馬力になったので、町長と一つ、教育長もおりま

すので言うとかんと怒られたらいかんので、一つ頑張っていただきたい。 

  この学校給食については終わります。 

  最後、これどうも私理解できないし、納得がいかないので、これちょっとお聞きしたいんです

けども、道の駅の整備計画、これは当初の整備計画についてはお聞きしています。 

  それで、なぜ夕野池とカイカ池埋め立て計画（案）について、急にそういうお話が出たのかな

と。道の駅、建物整地するときに当然残土が出るということは理解の上で、その計画はあったと

思うんですけども、過日の全協で、結局、本年８月１５日付で町長名で淡輪の１２区、１４区、

１５区、１８区及び２０区の住民対象に池の埋め立てに関しての説明会をこの２８日及び３０日

に開催するとの会談をしたことでありますと。 

  そしたら、まず冒頭に、説明会の経緯、内容というのはどういう住民の反応があって、どうい

うあれがあったということをまず担当課、ご答弁願いたいと思います。 

○道工晴久議長 木下都市整備部長。 

○木下都市整備部長 去る８月２８日及び３０日に夕野池、カイカ池の埋め立てにつきまして、住
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民説明会を開催させていただきました。その状況についてご説明させていただきます。 

  ８月２８日開催の住民説明会では７２名の方、３０日の住民説明会には２１名の方、合計９３

名のご参加をいただきました。 

  参加いただきました住民さんの方々の主なご意見でございますが、土砂運搬に係る進入路が生

活道路となることから、子どもや高齢者の安全対策。それと、工事に伴います運搬車の騒音、振

動、粉じんなどの対策。それと、埋め立て後の調整池の安全性の精査及び埋め立て後の広場整備

は住民の要望を聞いて進めてほしいなど多数のご意見がございました。 

  これらのご意見を踏まえまして、適切な対策を講じるとともに、住民の皆さんのご理解とご協

力を得ながら、浪速国道事務所と共同しまして本事業を進めてまいりたいと考えてございます。 

○道工晴久議長 田島乾正君。 

○田島乾正議員 説明会で、２８日は７２名、そして３０日が２１名。そして、土砂搬入の進入路

の問題で車両とかいろんな埋め立てに係る粉じんとか振動の部分について気をつけてくれと。そ

ういうお話が大半でしたのかな。 

  いや、困るでと、そんな池埋め立てする必要ないやろうと、あと、治水問題とか、そんなんど

ないなってるねんという、そのお声は上がってなかったですか。その一度説明してください。ま

るっきり上がってなかったのか。 

○道工晴久議長 木下都市整備部長。 

○木下都市整備部長 中には、埋め立てに対して、広場整備することに対してまるっきり反対では

なくて、整備に当たっては自然環境を維持し、あるいは、治水の能力は十分に確保してください

というお話でした。 

○田島乾正議員 治水は。 

○木下都市整備部長 治水対策は出ました。 

○道工晴久議長 田島乾正君。 

○田島乾正議員 当然、やはり調整池的な役目をしていた池が埋められたら、やはり治水的な質問

は出ているはずですね。それを私は聞きたかったので、治水対策についてはどうするのかという

ことも、やはり住民さんとしては一番心配ですからね。今、日本も大変な集中豪雨とか、温暖化

で大変な災害が起きている中で、このような平気で池埋めて、治水対策も説明してなかったら、

やはり、質問は出ると思うんですね。 

  そこで、住民説明会はわかりました。しかし、なぜこの二つの池を急に埋めるのかなというこ

とを、私、聞き漏らしていたのかわからんけども、ここ最近急にそういうようなお話が出て、そ
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して説明会も始まる。 

  これ、どうしても道の駅つくるときに残土というのはどういう考えで、どういうあれにしてい

たのかなという、私は協議会に入っていませんので、報告を受けるばかりで、私、不勉強で報告

も全然聞いてないし。 

  これは、いつ計画されたのかなと。昨日や今日やったのかな、立派な道の駅みさきの整備に伴

うというのを書いて、埋め立て計画（案）ですけど、これ８月４日付で発表していますね。 

  こんなん急に何でこういうことをされるのかなという、道の駅の部分じゃないですよ、なぜ、

こういう残土をこういう処理の仕方をされるのかな。まだ、低地で埋め立てする場所があるのと

違うのかな。池を埋めるということは、はっきり言って農政問題につながってくるんですわ。 

  町も市民農園を計画しているのに、やはり植物というのは、太陽があって、水があって、肥料

があって、この三要素がなかったら植物は育たないのですわ。それを踏まえて池埋めるのかなと

いう、私個人的な考え持っているので。 

  まず、お聞きします。何で急にこういうことを埋め立てるようになったのか。 

  そして、もう１点だけ。これ、水利権の問題に波及していますので、水利権の問題について協

議されたのか。この部分について、２点ちょっと説明してください。 

○道工晴久議長 田島議員の質問、５分切っておりますので、簡潔に。木下都市整備部長。 

○木下都市整備部長 なぜ急にというお話なんですが、これ、当初は議員が言われているように、

池を埋める計画ではなくて、道の駅の整備だけを事業と考えてございました。 

  ただ、国の社会資本整備総合交付金を受けるに当たりまして、国と協議を行ったところ、道の

駅の整備とは別に、周辺地区で基幹事業を実施する必要が生じたものでございます。 

  ただ、補助金の関係だけではなくて、以前から夕野池の埋め立て整備について、地域の方から

要望があったこと、また、現在、夕野池とカイカ池は農業ため池としての利用はなく、道の駅の

整備により発生する土砂で埋め立てることにより地域住民の憩いの場としての活用や地震や津波

の災害発生時には一時避難所としての活用が図られることなどから、夕野池、カイカ池を埋め立

てる計画としたものでございます。 

  もう１点の水利権のお話でございますが、両池の水利権につきましては、平成１６年５月１７

日付で淡輪の西水利組合から両池を含みます三つのため池の水利権を放棄し、岬町へ帰属し、今

後、一切権利主張しないとする書面の通知を受けたものでございます。 

  ただ、日にちもたってございますので、整備に当たりまして、夕野池、カイカ池埋め立てに当

たり西水利組合の理事会に対しまして計画の内容を説明し、平成２７年度６月に了解を得ている
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ところでございます。 

○道工晴久議長 田島議員、あと２分１２秒でございます。 

○田島乾正議員 私、担当委員会の所属違いますので、一般質問でしかないので、どうしてもだめ

だったら、大綱的質疑と委員長報告に対する質疑できるんですけど、そんなのしたくないので、

ちょっと聞かせてください。 

  この水利権の、これはいたし方ない、水利組合が当然水利権を放棄したと思うんですが、権利

というのは大変昔から大事なものです、漁業権なり、水利権なり。これ、いとも簡単に放棄する

というのは、私個人的には考えられないんですわ。 

  水利というものは、本当に水争いで殺し合いをしたような時代があったんですわ。それをいと

も簡単に、これ、組合長独断でやってないでしょうね。今、説明のとおり会議に諮ったんですね。

会議なんかだったら、そういう議事録なり、全水利権利者に全部行き渡っている部分の資料があ

るんですかな。後日でも結構です。それがあれば、ちょっといただきたいと思います。 

  水利権というのはいとも簡単に放棄できるものかなと、これ私ね、どうも疑義感じるので、そ

の部分について一つ。 

○道工晴久議長 田島議員、町長のほうから答弁求めておりますので。 

○田島乾正議員 ちょっと１分ほど。 

  もし、所有権、この部分については淡輪の財産区の所有権というのは、財産区の委員会で協議

せなあかんですね。共有地やったら土地表示せないかんし、誰が所有権なるかということですね。 

  そして、財産区有地であれば土地の処分行為に当たるのか、それとも、処分について大阪府知

事の認可が必要なのか、この処分代金の配分率はどうなるかと、その部分についてお聞きしたか

ったんだけど、時間ないので。 

○道工晴久議長 町長、田代 堯君。 

○田代町長 一番肝心なことですので、私のほうから説明をいたします。 

  実は、これは平成１６年に一応水利権放棄ということになって、それは確認を私もじかに組合

長並びに役員さんに確認をしております。 

  所有権は旧の淡輪村になっています。淡輪村というのは、以前もこういう問題があったのです

が、岬町に移管された形になっております。そういったことで、水利権を放棄して、今後、水利

権の、いわば補償の問題とか、そういうことはないと聞いております。 

  それともう一つ、なぜ急にこんなのが出てきたのかということは、平成２６年２月の第二阪和

国道の委員会で、いろんな意見について説明をしているんですけども、私ここで議員さんにおわ
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びせないかんのは、そのときに、カイカ池も説明したかのように言ったと思いますが、実はその

ときは、稲荷池と勘違いをしていまして、夕野池のみ説明をしておりました。 

  実は、当初のときは多目的公園に土砂を仮置きしている、それをまず夕野池に埋めてというこ

とを当時の鍛治議員さんにお答えをしたいきさつがあります。 

  その後、補助金の問題をめぐって、国のほうが道単独でやったら補助金は出せないということ

から、その後に起きた問題ですけど、何とか基幹事業として二つ以上つくってもらえないかとい

うことで、いわば夕野池、ちょうど要望出ておりましたので、夕野池の埋め立てと放棄されてお

るカイカ池を埋めて、そこを１８区の上に多目的広場が借地であったんですけども、太陽光設置

のためになくなったということで、そのかわりとしてカイカ池につくったらどうやということと、

夕野池については全く使っていないということもありまして、地域の要望も出ておりますので、

この二つを埋めることによって基幹事業としての位置づけで国の補助金に乗っかかったというの

が一つです。 

  それと、これを埋めることによって、その土砂を運ぶ距離が短いということで、お互いの造成

費の、いわば案分が安く上がるということもあって、それだったらお互いに国も、また岬町も工

事費が安く上がるということで、国のほうに社会資本整備事業の中で何とか補助金制度にかけて

くれということで、今回そういう状況で、実際、ですから平成２６年２月以降にこの問題が出て

きておるということで、実際、以前に協議しているのは平成２５年度に協議をしているんですけ

ども、本格的に表に出てきたのは平成２６年２月以降の第二阪和のときに少しお話をした程度で

ございまして、恐らく、正式に議会の皆さんに十分な説明はできてなかったかなと思っておりま

すので、本席をおかりしておわびをしたいと、このように思っております。 

  しかし、この事業については、お互いに、町も財源の縮減ということですし、道の駅の建設が

できるのと同時に夕野池、カイカ池を埋めることによって、地域の防災広場、または地域のコミ

ュニティ広場になるということを含めて検討したということだけご理解していただきたいと思い

ます。 

○道工晴久議長 田島議員にはまたいろいろございましたら、原課のほうでお聞きいただくという

ことで、以上で田島乾正君の質問を終わります。 

○田島乾正議員 １点だけ、ちょっとまけといてほしいんですが。 

  今、町長の説明でやっとわかったんですね、基幹事業というのが。これ、本来、過日の全協で

言うべき問題じゃないんですね。 

  やはり、議会というものがあるから、まず担当委員会でやはり議案として出していただいてい
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たらこんなことにならんです。 

  ということで、一つ、方向という形じゃなしに、やはり委員会の議案として出していただきた

いと。今後そういうことを、苦言呈しておきますので、一つ一般質問にしたくなるような、そう

いう全協報告はやめていただきたいと、かように思います。 

○道工晴久議長 原課のほうもそういうことで、一つよろしく対応方お願いしておきます。 

○田島乾正議員 まず、委員会にかけてくださいよ。 

○道工晴久議長 以上で、本日の日程は全て終了しました。 

  本日はこれで散会します。 

  次の会議は、あす９月２日午前１０時から会議を開きますのでご参集ください。 

  どうもご苦労さんでございました。 

（午後４時３２分 散会） 
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